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概 要 
最終更新日 平成 26 年 6 月 3 日 

プログラム 

（又は施策）名 
IT イノベーションプログラム／ナノテク・部材イノベーションプログラム  

プロジェクト名 
次世代高効率・高品質照明の 

基盤技術開発 
プロジェクト番号 P09024 

担当推進部/担当者 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 電子・材料・ナノテクノロジー部 

  担当者氏名 工藤 祥裕、高井 伸之 （平成 22 年 3 月～平成 25 年 7 月） 

        栗原 廣昭、高井 伸之 （平成 25 年 8 月～平成 26 年 2 月） 

０．事業の概要 

地球温暖化問題は、世界全体で早急に取り組むべき最重要課題である。家庭でもオフィスで使用さ

れ、電力消費量の高い照明の省エネルギー化による効果は高いと予測されている。白熱電球や蛍光

灯等の従来照明を、発光効率の高い次世代照明である LED 照明や有機 EL へ置き換えることにより、

照明分野での省エネルギー化や高機能化が期待できる。しかし寿命・発光効率・演色性の観点で高

効率・高品質な性能に加えて、材料、並びに製造プロセス技術の開発によりコストを低減させる必

要があり、その為には既存技術の改良にとどまらない基盤的な研究開発が不可欠である。本プロジ

ェクトでは、これら課題を解決するための基盤技術開発を行うことにより、我が国のエネルギー消

費量削減に貢献するとともに、地球温暖化抑制につなげることを目的として実施する。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性につ

いて 

技術革新が必要な分野で大規模投資が必要とされる等開発リスクが高いながら、日本が誇れる研究

分野といえる次世代照明の基盤技術開発を行うことにより、エネルギー消費の高い民生部門の照明

分野へ次世代照明の早期普及を実現し、省エネルギー化を推進する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 事業の目標 

蛍光灯と比較して消費電力を半分にする発光効率（照明器具レベルで 130 ｌｍ／Ｗ以上）と演色性 

（平均演色評価数 80 以上）を両立しつつ、蛍光灯並みのコスト（寿命年数及び光束当たりのコス

ト 0.3 円/ｌｍ・年以下）で量産可能な次世代照明の実現を目指すための基盤技術開発を行い、次

世代照明の早期実用化事業化を図る。 

事業の 

計画内容 

主な実施事項 H21FY H22FY H23FY H24FY H25FY H21~H23 総額（百万円） 

(1) LED 照明 

窒化物等結晶成長

法の高度化-1

（HVPE 改良法） 

 

 
 

(1,160) 

 

(447) 

 

(272) 

 

(240) 
2,932 

(1) LED 照明 

窒化物等結晶成長法

の高度化-2 

（Na ﾌﾗｯｸｽ法） 

 

 

(1,798) 

 

(345) 

 

(354) 

 

(295) 
2,119 

(1) LED 照明 

基板の応用 

  

(507) 
   507 

(2)有機 EL 照明 

高効率・高品質化-1 

（真空蒸着法） 

 

 

(1,140) 

 

 

(297) 

 

 

(395) 

 

(313) 
2,554 

(2)有機 EL 照明 

高効率・高品質化-2 

（塗布法） 

 

(802)  (310) (395) (313) 1,897 

 

 
(3)LED 照明 

国際標準化技術開発 
 (69) (50) (60) (50) 229 

 

 
(3)有機 EL 照明 

国際標準化技術開発 
 

 

(40) 

 

(20) 

 

(20) 

 

(10) 
90 
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開発予算 
(会計・勘定別に事

業費の実績額を

記載) 

(単位：百万円） 

会計・勘定 H21FY H22FY H23FY H24FY H25FY H21~H23 総額（百万円） 

一般会計 5,407 － － － 5,407 

特別会計（本予算） 

（需給） 
 － 109 1,469 1,611 1.183 4,372 

加速予算 
（成果普及費を含） 

－ 305  244  549 

総予算額（実績） 5,821 1,469 1,855 ,1,183 10,328 

開発体制 

経産省担当原課 商務情報政策局情報通信機器課 

委託先＊委託先が管

理法人の場合は参加

企業数および参加企

業名も記載） 

三菱化学（株）、シチズン電子（株）、NEC ライティング（株） 

（株）イノベーション・センター、大阪大学、名古屋大学、豊田合成（株） 

エルシード（株）、名城大学 

パナソニック（株）、出光興産（株）、タツモ（株）、長州産業（株）、山形大

学、青山学院大学、コニカミノルタ（株）、東芝（株） 

情勢変化への 

対応 

 

以下の情勢変化の対応を行った。 

●加速による研究成果の向上：有機 EL 照明の低コスト化実現に向けた効率化・確実化のために、

2010 年（平成 22 年）6 月に、製造プロセス技術を保有するパナソニック株式会社、長州産業株

式会社の一環製造プロセス技術開発に対して加速資金を 305 百万円、2012 年（平成 24 年）11 月

にタツモ株式会社のパターンエッジングを省略する塗布製造プロセス技術開発に対して加速資

金を 104 百万円投入して目標の高度化（コスト：0.3 円/lm･年を 0.24 円/lm・年に目標向上）を

行った。また LED 照明の GaN 結晶成長の生産性向上のため、株式会社イノベーションセンターの

再委託先の株式会社リコーの針状結晶太系径化技術に対して加速資金を 140百万円投入して生産

性の向上を図った。 

●状況に応じた体制強化：名大・阪大チームに対してＰＪ終了御の実用化事業化の実現のため、再

委託先として株式会社リコー、委託先として豊田合成株式会社を参画させた。 

LED 照明の本研究開発後、平成 23 年 6 月にリコー（株）に再委託先として、平成 25 年 7 月、事

業化の豊田合成(株)に委託先としてプロジェクト参画させプロジェクト終了後の速やかな実用

化・事業化が実現できるよう体制強化した。 

●ＰＪ終了後のフォローアップ：LED 照明と有機 EL 照明の国際標準化に必要な測光方式の研究開発

活動及び連携した国際標準化活動が PJ 終了後も継続して実施できるようにオールジャパンの国

内体制を構築した。 

  

評価に関する 

事項 

事前評価 平成 21 年度実施       担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 平成 23 年度実施       担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

Ⅲ．研究開発成果

について 

研究開発項目①「LED 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発」 

（ａ）窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発 

５～１０ｍｍ 角サイズの結晶成長を HVPE 法、Ｎａフラックス法の２通りの異なるアプローチで

実施した。本結晶を用いて LED デバイスを作成・評価して、最終目標の LED モジュールで発光効率

２００ ｌｍ／Ｗ以上、照明器具で１３０ ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上の性能が達成で

きることを検証した。 

（ｂ）基板の応用によるデバイス技術の開発 

５～１０ｍｍ角サイズの結晶の作成および LED デバイスとしての試作・評価を行った。ステージⅠ

目標の発光効率１７５ ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数８０以上の性能を実現するための課題を抽

出した。 

 

研究開発項目②「有機 EL 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発」 

真空蒸着製法及び塗布製膜製法の異なるアプローチについて技術課題を明確にした上で本課題を

解決する実行計画を策定した。本性能を実現する上で重要な青色燐光材料の開発に着手し本燐光材

料を適用した白色発光デバイス、および本性能を引き出す層設計技術と光取り出し技術を開発して 

世界で初めて発光面積１００ｃｍ2以上で発光効率 １３０ ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数８０以

上、輝度 １，０００ｃｄ／ｍ2 以上、輝度半減寿命４万時間以上の有機ＥＬ照明の性能が達成

できることを検証した。同時に、有機ＥＬ照明の普及に重要である生産効率を向上させる製造プロ

セス技術として、一貫性蒸着製膜プロセス技術開発、及びRtoR製造プロセス技術を開発して、製造

プロセスに要求される条件を明確にした。 
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研究開発項目③｢戦略的国際標準化推進事業｣ 

（ａ）LED 光源並びに LED 照明器具の性能評価方法の国際標準化に係る研究開発 

 LED 特有の特性を測定するために必要とされる測定方法に絞って、研究開発を実施した。具体的

には、LED 器具配光測定、薄明視の測定、グレア測定についての方式の検討、評価実証、測定上の

課題を明確にした。その成果は国内の国際標準化の代表機関に引き継ぎ、日本からの国際標準化提

案に活用できるようにした。 

（ｂ）有機 EL 照明に関する標準化 

 有機 EL 照明特有の特性として従来にはなかった面発光光源を測定するために必要とされる測定

方法に絞って、研究開発を実施した。具体的には、色均一性評価方法、光束維持率測定（有機 EL

照明の寿命測定）、配光測定についての方式の検討、評価実証、測定上の課題を明確にした。その

成果は、LED と同様に国内の国際標準化代表機関に引き継ぎ、日本からの国際標準化提案に活用で

きるようにした。 

 

投稿論文 122 件 

特  許 「出願済」782 件（うち国際出願 210 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

607 件。（フランクフルト Light+Building2010 展示会出展（平成 22 年 4 月）

など） 

Ⅳ．実用化・事業

化に向けての

見通し及び取

り組みについ

て 

計画終了後は本技術開発の成果に基づき、LED 照明及び有機 EL 照明を一般照明のみならずフレキシ

ブル照明等、高輝度照明分野等新規市場創出に向けて平成 26 年度から速やかに実用化・製品化を

予定。 

 

Ⅴ．基本計画に 

   関する事項 

 

作成時期 平成 21 年 12 月 制定 

変更履歴 

平成 22 年 3 月 改訂 （ナノエレ窒化物プロジェクトとの統合） 

平成 24 年 3 月 改定 （中間評価結果を反映） 
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プロジェクト用語集 

用語 説明 

有機 EL 素子 

発光を伴う物理現象を利用した有機発光素子であり、有機発光

層内に注入されたホールと電子の再結合によって発光を生じる

もの。有機 LED、OLED(Organic Light Emitting Diode）とも称

される。陽極と陰極の間に数十～数百 nm の有機薄膜を備えた構

造であり、一般的な構造として、ガラス基板／透明電極（陽極）

／ホール注入層／ホール輸送層／発光層／電子輸送層／電子注

入層／金属陰極などが知られている。 

発光ユニット 

例えば、ホール注入層・輸送層／発光層／電子輸送層／注入層

から形成される有機 EL 素子の構成。 

（発光ユニットを電極間に形成すると、一般的な有機 EL 素子と

して機能する。） 

マルチユニット素子 

陽極と陰極との間に、複数の発光ユニットを備える素子。 

 ・発光ユニット間には、発光ユニットを電気回路的には直列

に接続する機能を果たす中間層が設けられている。 

 ・本構造を取ることで、同一発光ユニットを２つ備えるマル

チユニット素子の場合、一定電流を流した時の発光強度が約

２倍、駆動電圧も約２倍、となり、低電流でも高輝度を得る

ことが可能となる。また、同一発光強度を得るための電流量

を半減できるために、長寿命化が可能である。 

 ・異なる発光色のユニットを組み合わせることで、混色が可

能である。 

 ・薄膜を積層した光学多層構造であるため、光学設計は複雑

化する。 

他に、タンデム素子、マルチフォトン素子 とも称される。 

中間層 

マルチユニット素子において、発光ユニット間に挿入され、両

発光ユニットを電気回路的に直列接続する機能を果たす層。 

光が透過するため透明性が高く、また熱的・電気的に安定性が

高いことが必要である。 

輝度 

面状の光源がある方向に単位立体角あたりに放射する光の光源

における単位面積あたりの明るさ。単位はカンデラ毎平方メー

トル（cd/m2）。 

平均演色評価数（Ra） 

基準光源による色彩の再現の忠実性を指数で表したもので、原

則として 100 に近いほど演色性が良いと判断される。JIS（日本

工業規格）で定められた基準光との比較の上で測定対象となる

光源が、演色評価用の色票を照明したときに生じる色ずれを指

数として表した演色評価数（R1～R15）の内、R1～R8 を平均し

たもの。 

量子効率 電流（エレクトロン）から光（フォトン）への変換効率 
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発光効率 

光源の効率を評価する指標であり、光源に投入する電力（W)に

対する光源から発する光束（lm）で表し、単位は、単位電力あ

たりの全光束 lm/W （ルーメン毎ワット）で表す。量子効率と

は、白色光の原理的な変換効率（約 240lm/W）を用いて、下記

式で関連づけられる。 

なお、下記式中の電圧ロス率とは、理論的限界駆動電圧（約

2.7V）と実駆動電圧の比である（＝2.7/実駆動電圧）。 

 

発光効率 (lm/W) ＝ 量子効率 × （１－電圧ロス率） × 

240 (lm/W) 

 

輝度半減寿命 

ある輝度で発光させた有機 EL デバイスの初期輝度が半減する

までの時間。なお初期の輝度が半分になる時間を L50 半減寿命

と言い、70%になる時間を L70 半減寿命と言う。 

保管寿命 規定の条件で保管する場合の故障寿命 

ホスト 
発光層を構成する主材料であり、主として電荷輸送と、再結合

エネルギーのドーパントへのエネルギー移動を司る。 

ドーパント 
発光層を構成する副材料・発光材料であり、発光を司るととも

に、電荷輸送も一部担う。 

ITO 

インジウムスズ酸化物(Indium Tin Oxide）。 

スパッタ法等によって成膜され、10-4 Ωcm程度の比抵抗を有す

る透明電極として使用される。 

IZO 

インジウム亜鉛酸化物(Indium Zinc Oxide）。 

スパッタ法等によって成膜され、10-4 ～10-3 Ωcm程度の比抵抗

を有する透明電極として使用される。 

インピーダンス分光法 

微小正弦波電圧信号を素子に印加し、その応答電流信号の振幅

と位相からインピーダンスを算出し、印加電圧信号の周波数の

関数としてインピーダンススペクトルを得る測定法。有機 EL

素子の有機層を、抵抗や静電容量などで表現した等価回路を決

定することが可能となり、動作解析や劣化解析に有用である。 

スパッタ 
金属表面に高エネルギー粒子を当てると金属表面から原子が飛

び出すこと。 

スパッタリング 

真空チャンバー内に薄膜としてつけたい金属をターゲットとし

て設置し、高電圧をかけてイオン化させた希ガス元素や窒素を

衝突させることにより、ターゲット表面の原子がはじき飛ばさ

れ、基板に到達して膜が形成される金属成膜技術。 

NPD（α-NPD) 

有機 EL に用いられるホール輸送材料。 

以前から使用されてきた比較的シンプルかつ性能にも比較的優

れた材料の一つであり、さらに分子構造を改良することによっ

て、より優れたホール輸送材料も開発されている。 

スリットコート 固形分が溶解または分散した塗布液を、スリットノズルから移
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動する基板上に均一に塗布し、乾燥して薄膜を得る成膜方法。 

スリットノズル 前記スリットコート装置に備えられている塗布液吐出口。 

メニスカス ノズル－基板間に形成される液膜。 

CAE 
Computer-aided engeering / experiment の略。 

コンピュータを使用した設計あるいは実験。 

ホットウォール 

成膜対象物質の蒸発温度以上に加熱した壁面。 

蒸着源で気化された成膜対象物質は、ホットウォールの壁面に

衝突するため飛散方向が制限され、かつ壁面温度が高いため、

基本的には弾性衝突（あるいは付着－最蒸発）によって壁面に

は付着しない 

この結果、成膜レートおよび材料使用効率を大幅に向上させる

ことが可能。 

インラインプロセス 

対象物を移動させながら対象工程（本研究の場合は蒸着）を行

う方法。対象物を停止させ作業を行う（バッチプロセス）に対

して、作業性が高い。 

膜厚プロファイル 領域内に形成された膜厚の分布。 

蒸着 
金属や酸化物などを蒸発させて、素材の表面に付着させる薄膜

を形成する方法の一種。 

モフォロジー 
有機 EL の分野では、電極上に形成された薄膜層の膜質およびそ

の代替としての表面形状を意味することが多い。 

インライン蒸着 

基板をライン状に並んだ複数の蒸着源に沿って移動させることに

よって、連続的に蒸着する方法。一般的に用いられているクラス

ター型蒸着プロセスに対して、以下の特徴を有する。 

・複数の基板に対する連続的な成膜が可能であるために、処理能

力が高い 

・大面積基板に適用する際に、より高い材料使用効率を実現しや

すい、蒸着源には、幅方向の均一成膜性が求められる 

・一定の構造の有機 EL 素子を連続的に生産することに適する 

 

 

 

 

 

 

 

 

封止 
金属やガラスなどを用いて有機ＥＬデバイスへの水分や酸素の

進入を抑制し、有機 EL の劣化を防ぐこと。 

OLLA 

（high brightness Organic 

Light emitting diodes for ICT & 

2004年 10月～45ヶ月間実施された欧州の有機 EL照明開発プロ

ジェクト名称。 

第６次フレームワーク（FP6。EU の最大の研究開発支援制度：

クラスター型蒸着プロセスインライン型蒸着プロセス

基板の動き

蒸着源を備えた真空蒸着室

クラスター型蒸着プロセスクラスター型蒸着プロセスインライン型蒸着プロセスインライン型蒸着プロセス

基板の動き

蒸着源を備えた真空蒸着室
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Lighting Applications） 2002～2006 年）の支援を受けたもの。 

本プロジェクトの目標は、照明用高輝度高効率有機 EL の開発

と、照明としてのデモンストレーションである。  

OLED100 

2008 年 9 月～36 ヶ月間実施中の欧州の有機 EL 照明開発プロジ

ェクトの第 7 次フレームワーク（FP7）の支援を受けたもの 

本プロジェクトの目標は、欧州に於ける主照明としての高性能

有機 EL のすべての要素技術を開発すること。 

OPAL (OPAL2008) 

(Organic Phosphorescent lights 

for Applications in the 

Lighting market 2008) 

1cm2あたり数ユーロを実現できる、高性能白色有機ELの製造技

術の開発を目標とするドイツのプロジェクト名称。 

German Ministry of Science and Technology (BMBF)が支援し

ている。 

黒体軌跡 

黒体（完全放射体）というエネルギーを完全に吸収する理想的

な物体は、温度が上昇していくと、発する光の色が赤→黄色→

白と変化していく。このときの絶対温度 T(K)を色温度という。

又、この温度と色の軌跡を黒体軌跡という。 

配光 
照明器具又は光源より発した光の空間分布を称して配光とい

う。 

発光素子 電気エネルギーを光に変換することで表示する素子のこと。 

EQE 外部量子効率の略。 

RtoR ロール・ツー・ロールの略。 

チップ 
GaN 基板上にエピタキシャル成長法により形成した励起用発光

素子。 

デバイス 
チップを実装用基板上に固定し、必要な配線と蛍光体を設置し

白色発光可能としたもの。 

ランプ 
デバイスに反射／透過光学系、通電用リード線等を設置し、商

用電源に接続すると使用可能となる電球状の灯具のこと。 

器具 LED ランプと組み合わせた照明装置。 

アスペクト比 

 

一般的にはある 対象 物について、X、Y、Z軸 のうちの 2 つの

軸における 長さ の比のこと。 

 

GaN 窒化ガリウム 

Na フラックス法 

Ga-Na混合融液に窒素ガスを溶かし込むことで、液中でGaN単結

晶が成長する。Gaのみでは１万気圧以上の高圧が必要であった

溶液中でのGaN単結晶育成が数十気圧程度で可能になる方法。 

アモノサーマル法 

アモノサーマル(Ammonothermal)法 

超臨界アンモニアにGaNを溶解・析出させることでGaN結晶を育

成する方法。結晶析出にはアルカリ性、もしくは酸性の鉱化剤

を溶液に溶解することが必要である。アルカリ性鉱化剤では

4000気圧以上、酸性鉱化剤では1500気圧以上の高圧条件が必要

http://www.weblio.jp/content/%E5%AF%BE%E8%B1%A1
http://www.weblio.jp/content/Z%E8%BB%B8
http://www.weblio.jp/content/%E9%95%B7%E3%81%95


viii  
 

公開版 事業原簿 

となる。 

エピタキシ成長法 
結晶成長の方法として、固相結晶を基板の配向性を維持させ

ながら晶出させる方法。 

LPE 法 

液相エピタキシ(Liquid Phase Epitaxy)法 

結晶成長の方法として、溶液から固相結晶を基板の配向性を維持

させながら晶出させる方法である。気相成長などに比べ成長速度

が速く、また熱平衡に近い条件で結晶成長させるため厚膜化して

も結晶性の低下が小さいなどの特徴を持つ。  

HVPE 法 

HVPE（Hydride Vapor phase Epitaxy）法 

バルク GaN 結晶育成方法としては最も広く研究されており、試

験的に出荷されているものはこの方法で育成されたものであ

る。基本原理は以下の反応式で表される。 

GaCl＋NH3→GaN＋HCl＋H2 

この反応では、GaClガスとNH3ガスがサファイア等の基板上で反

応することでGaN結晶が成長する。サファイア基板上に成長した

GaN結晶は、その後サファイアと分離させ、研磨することで単体

のGaN基板となる。 

MOVPE 法 

有機金属化合物気相エピタキシャル成長法（Metal-Organic 

Vapor Phase Epitaxy）といい、原料として 有機金属 化合物

およびガスを用いた 結晶 エピ成長方法、及びその装置であ

る。 

内部量子効率（IQE） 

LED に電流を流すことによって発生する電子と正孔の対は、光

を放射して再結合するか、結晶中に存在する欠陥を介在して光

を放射しないか、あるいは別な波長もつ光を放射して再結合す

る。内部量子効率はこの電流となる電子と正孔の対が、どれだ

け目的の波長をもった光を放射して再結合するかの割合を示

す。したがって、この値は、結晶中の欠陥の濃度や発光機構な

どの材料の物性によって決まり、100%が理想的な値となる。実

用レベルでの LED では、10%以上の内部量子効率が要求される。 

ナノワイヤ 

太さ数 nm～数十 nm の単結晶半導体ワイヤを特にナノワイヤと

呼ぶ。基板にマスクパターンを施し、一部に大きさ数 nm～数十

nm の穴をあけて成長させる方法や、自然に形成される結晶成長

核を利用して成長させる方法、大きさ数 nm 程度の金属などの微

粒子触媒を用いて成長させる方法などがある。 

ワイヤボンド実装 
半導体チップの電極部とリードフレーム及び基板上の導体などを

細いワイヤを用いて接続実装する方法。 

フリップチップ実装 

 

チップ表面上に突起電極(バンプ)を形成して、直接配線基板上の

端子電極と接合するフェイスダウン方式の実装であり、ワイヤー

ボンド方式に比べ小型化できる特徴がある。 

 

http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%88%90%E9%95%B7
http://www.weblio.jp/content/%E6%96%B9%E6%B3%95
http://www.weblio.jp/content/%E5%9B%BA%E7%9B%B8
http://www.weblio.jp/content/%E5%9B%BA%E7%9B%B8
http://www.weblio.jp/content/%E5%9F%BA%E6%9D%BF
http://www.weblio.jp/content/%E9%85%8D%E5%90%91%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/%E7%B6%AD%E6%8C%81
http://www.weblio.jp/content/%E6%99%B6%E5%87%BA
http://www.weblio.jp/content/%E6%96%B9%E6%B3%95
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%88%90%E9%95%B7
http://www.weblio.jp/content/%E6%96%B9%E6%B3%95
http://www.weblio.jp/content/%E6%BA%B6%E6%B6%B2
http://www.weblio.jp/content/%E5%9B%BA%E7%9B%B8
http://www.weblio.jp/content/%E5%9B%BA%E7%9B%B8
http://www.weblio.jp/content/%E5%9F%BA%E6%9D%BF
http://www.weblio.jp/content/%E9%85%8D%E5%90%91%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/%E7%B6%AD%E6%8C%81
http://www.weblio.jp/content/%E7%B6%AD%E6%8C%81
http://www.weblio.jp/content/%E6%99%B6%E5%87%BA
http://www.weblio.jp/content/%E6%96%B9%E6%B3%95
http://www.weblio.jp/content/%E6%B0%97%E7%9B%B8
http://www.weblio.jp/content/%E6%B0%97%E7%9B%B8
http://www.weblio.jp/content/%E6%AF%94%E3%81%B9
http://www.weblio.jp/content/%E6%AF%94%E3%81%B9
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%9F%E5%BA%A6
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%9F%E3%81%8F
http://www.weblio.jp/content/%E7%86%B1%E5%B9%B3%E8%A1%A1
http://www.weblio.jp/content/%E6%9D%A1%E4%BB%B6
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6%E6%88%90%E9%95%B7
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6
http://www.weblio.jp/content/%E4%BD%8E%E4%B8%8B
http://www.weblio.jp/content/%E5%B0%8F%E3%81%95
http://www.weblio.jp/content/%E7%89%B9%E5%BE%B4
http://www.weblio.jp/content/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%8C%96%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E7%B5%90%E6%99%B6
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XRD 法 

X 線回折法（X-Ray Diffraction）。単一波長の X 線を結晶に照射

し、結晶格子で回折を起こす現象を利用して結晶構造を調べる方

法。結晶内部の原子配列や、格子面間隔等を精密に調べることが

でき、照射 X 線の平行性を上げると共に、照射面積を狭小化する

ことによって、微小部での結晶格子の歪分布などを調査する。 

エッチピット法 

化学薬品等の腐食・溶解作用により物質表面をエッチングする技

術を利用して、結晶転位（結晶欠陥）の位置を調べる方法。結晶

表面に存在する結晶転位の部位では、転位の無い部位に比べて結

晶格子の歪みや電気的不均一性によりエッチング速度が異なり、

結果として窪みのような形状が形成され、この窪みをピットと称

している。  

TEM 観察 

透過電子顕微鏡（Transmission Electron Microscope）: 電子を

高電圧で加速させて薄片化した試料に照射し、試料を透過した電

子や散乱された電子を結像させて結晶構造や組成を観察する方

法。試料に結晶転位などの格子欠陥が存在すると、結晶格子に歪

み場が生じ、転位の無い部位と透過電子の回折の仕方が異なる。

この電子回折の差による回折コントラストを利用して転位の構造

を調べることが出来る。  

SSL 

 

Solid State Lighitng の略。半導体照明。LED、有機 EL 照明が

含まれる。 

CIE 
国際照明委員会の略称。光源の視力に与える影響や物理的測定方

法等の研究及び国際標準化を推進する組織。 

TC 
Technical Meeting の略。国際標準化を議論する CIE 内に設置さ

れる技術委員会。 
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Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について 
1. NEDO の事業としての妥当性 

1.1 社会的背景 

エネルギー分野は、第 3 期科学技術基本計画(2006 年 3 月閣議決定)において、総合エネルギ

ー効率の向上に資する技術はエネルギー基本計画（2007 年 3 月閣議決定）において重点課題と

して位置づけられている。我が国において照明用途でのエネルギー消費量は国内ではオフィス

の全電力消費量の約 24％、家庭の全電力消費量の約 14％、これをCO2排出量に換算すると照明

用途にて国内全体に占めるCO2排出量の約 20％を占める（図Ⅰ.1.1.1 参照）。省エネルギー、CO2

排出量削減という地球規模の課題に影響を与える照明の高効率化を目指した研究開発は，高い

公益性を持つものと考えられる。 

また日本の国際競争力の低下が指摘される昨今において照明市場のグローバル化に対応した

国際産業の復興・新規市場開拓は急務である。 

1.2 政策的な位置づけ 
政府からは 2007 年 12 月、温暖化対策の一環として、発光効率が悪い白熱電球の国内製造・

販売を数年以内に中止する方針が打ち出された。本対策と合わせて経済産業省では｢新成長戦

略｣、｢エネルギー基本計画｣において大幅な省エネ性能の向上が見込まれる高効率なLEDや有機

EL照明等の次世代照明によって既存照明（白熱電球、蛍光灯等）を 2020 年までに流通ベースで

100％置き換える目標が設定された。また本目標を達成するのに必要な研究開発の加速、導入支

援策、省エネ基準の強化等を通じて、普及拡大を図るという方針が発表された（図Ⅰ.1.1.2）。

本目標に対して、NEDOでは高効率なLED照明及び有機EL照明を実現するのに重要な次世代高効

率・高品質照明の基盤技術開発の推進を行い、次世代照明の普及を後押しすることを計画化し

た。 

 

図Ⅰ.1.1.1 国内照明の電力消費量グラフ 

 

 図Ⅰ.1.1.2 次世代照明の普及シナリオ（2010 経済産業省予測資料より） 
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1.3 実施の効果（費用対効果） 

もし低コストで省エネルギー化を図ることが出来る高性能高品質の次世代照明が実現できれ

ば、その普及が加速することが将来、期待できる。2014 年現在の白熱電球、蛍光灯等を含む照

明器具市場規模は、国内で 6,600 億円、海外市場は 8 兆円と推測されており（『2014 LED関連

市場総覧調査（上巻）』（株）富士キメラ総研）より引用）、もし本基盤研究開発により次世代

照明の付加価値化を実現して既存照明の置き換えが加速できれば、日本産業の活性化に貢献で

きる。さらに次世代照明は薄膜、軽量等の特性を生かした新規市場創出による経済効果の期待

もある。 

2020 年の照明器具市場の規模は、国内で 6,800 億円（出荷台数：68 百万台/年）と言われて

いるが、世界市場では 9.5 兆円（出荷台数：2,182 百万台/年）の規模と予測される（同『2014 

LED 関連市場総覧調査（上巻）』（株）富士キメラ総研）より引用）。また既存照明の置換え以外

の新市場でも 60 億ドル（100 円/＄換算で 6,000 億円）の売り上げ規模も予測されている。（米

DisplaySearch 社予測（2009.3）より引用）加えて、昨今の国内節電対策の需要への対応も大

いに期待が高まっている。 

  
図Ⅰ.1.3.1 経済産業省 技術戦略ロードマップ 2008（エネルギー分野）より 

 

 省エネルギー化の観点では、当初、2020 年達成が見込まれていた LED 照明の発光効率（LED

デバイスで 200 lm/W）及び 2023 年～2025 年達成が見込まれていた有機 EL 照明の発光効率（有

機 EL デバイスで 130 lm/W）の技術開発目標を、本研究開発にて 7 年～10 年前倒しして 2013

年に達成すると想定した場合の効果について試算する（図Ⅰ.1.3.1 参照）。 

このような高効率化の実現を前倒しに実施することより、2020 年には本プロジェクト成果と

して、51 億kWh（注 1）の省エネルギー化が予測される。これは原油換算で、120 万kl、CO2換

算で 282 万トンに相当する省エネルギー効果である。加えて、本プロジェクト成果による次世

代照明の性能向上（2009 年当時の既存照明の 2 倍程度の発光効率の向上を想定）により、既存

照明の置き換え需要自体が大幅に加速される効果も十分期待できる。 
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加えて、エコロジーの観点では、LED 照明は無機物、有機 EL 照明は有機物であるため、蛍光

灯と異なり、水銀レスで照明を実現できる利点がある。蛍光灯の代替が今後実現すれば、国際

的なエコロジー化にも貢献可能である。 

 

----------------------------------------------------------------------------------- 

（注 1）算出根拠 

現在の普及状況より白熱電球、蛍光灯から省エネ効果のある白色 LED 照明、有機 EL 照明への置き換えが、2009 年

より立ち上がり、2015年より年本格化して 2020年までに既存照明をフローベースで置き換えると想定。（図Ⅰ.1.1.2 

経済産業省予測より） 

一方、性能面では本研究開発を行わなかった場合、当初 LED 光源 200lm/W（器具効率が 65%として LED 照明器具の発

光効率 130lm/W）が研究開発レベルで達成されるのは、2020 年、有機 EL 照明器具 130lm/W が達成されるのは、2000

年～2025 年と予測され（図Ⅰ.1.3.1 経済産業省 技術戦略ロードマップ 2008（エネルギー分野））、その事業化・

普及は 2 年後の 2022 年以降と仮定。 

本研究開発により次世代照明の発光効率 130 lm/Wを 7 年以上前倒しして、2013 年に研究開発レベルで達成して 2015

年より事業化・普及することを仮定。当初の 2015 年の事業レベルの白色次世代照明の発光効率を、比例配賦により

98.6 lm/W と仮定。（図Ⅰ.1.3.1 及び下図のとおり） 

2015 年より 29,000 千台、以降 2020 年まで随時次世代照明がが普及して、2020 年の次世代照明の出荷台数を 189,000

千台と仮定。 

照明利用の前提として、1 日 10 時間で一般的光束 2320lm にて利用するものと仮定。 

（『省エネルギー技術戦略に関する調査「次世代省エネデバイス技術」（平成 20 年 3 月 10 日）』（財）光産業技術振

興協会発行より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上から、 

本技術開発の省エネルギー効果としては、 

(a) （2320 lm /（130lm/W -98.6 lm/W））* 10HR * 365 日 *189,000 千台 ＝ 5,097 百万ｋWh 

(b) 原油換算すると、  (a) * 2.36E-4 = 120 万 kl 

(c) CO2換算すると、  (a) * 0.000555 ＝282 万トン 

2009 2015 2022 

67.5 

発
光
効
率
（lm

/W

） 
 

130 

98.6 
31.4lm/W 向上 

７年以上の前倒し 

年 

本事業を行わな

かった場合の次

世代照明（LED
等）の達成性能

レベル 
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1.4 NEDO が関与する意義 

日本は 2009 年の国連気候変更サミットにて、2020 年までに 1990 年比で 25%の温室効果ガス

を削減するという国際公約を発表したが、本公約を実現することは容易なことではなく、国が

リーダシップをとって省エネルギー問題の抜本的解決に取り組まなければ目標達成は困難な状

況にある。加えて東日本大震災の影響により、原子力発電による電力供給抑止等により、抜本

的な国内省電力化が強く望まれる状況である。その実現のために経済・社会活動を支えるあら

ゆる分野で省エネルギー化を図る画期的な技術革新や、技術の導入・普及の促進活動が必要で

ある。 

 一般照明として普及している白熱電球、蛍光灯を置き換える次世代の高効率照明として世界

的にもLEDと有機ELに対する期待が大きい。LEDは点光源として、有機ELは面光源としての特質

を有しており（図Ⅰ.1.4.1）、担う役割が異なる。既存の一般照明の省エネルギー化を図るため

には、次世代照明として高効率なLEDと有機ELによる置き換えが必要であり、両照明が既存照明

を凌駕する性能、コスト、品質が確保できれば相互補完しながら白熱電球と蛍光灯の迅速な代

替普及を進めることが可能である。NEDOでは、照明市場での省エネルギー化、CO2削減、低消費

電力化の促進のために本プロジェクトに取り組む。 

・強い指向性

シーリングライト

面光源

ペンダント

スポットライト

ダウンライト

蛍光灯

白熱灯

有機ＥＬ ＬＥＤ

ダウンライト

点光源

ＨＩＤ

薄型/フラットな器具 小型/コンパクトな器具

有機EL照明
・面発光
・拡散光源
・薄型・軽量
・大面積

・フィルム化
・効率改善要

・短寿命

LED照明
・点光源

・強い指向性
・高効率
・高輝度
・小型

・大面積化難
・低光束

 

    図Ⅰ.1.4.1 LED と有機 EL 照明の棲み分け 

 

 

本プロジェクトは、次の観点から NEDO が関与する必要性・意義がある。 

（１） 公益性 

省エネルギー化、CO2削減、節電対策は国家として取り組まなければならない課題である。照

明の効果的な省エネルギー化、CO2削減、さらに水銀レスによるエコロジー化促進を達成するた

めには次世代照明の高効率化加速と実用化普及加速を行う抜本的技術開発が望まれる状況にあ

った。 

 

（２） 国内産業の競争力強化 

LED 照明は、2009 年当初は実用化導入段階にあった。当時の白色 LED 照明の発光効率は白熱

電球を上回っていたが、緑色 LED 等の一部の LED を除いては目覚ましい発光効率向上は困難な
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状況であった。2009 年以降、白色 LED 照明はサファイア基板ベースで普及が進んだが、サファ

イア基板ベースの白色 LED の発光効率向上は原理上、白色 LED の発光効率限界がある。その発

光効率限界は 130～150lm/W（2009 年当時の白色 LED の実現効率：60lm/W 程度）と想定される

のに対して、特性上、GaN 基板による白色 LED の発光効率限界は 200lm/W 以上（平均演色評価

数 80 前提）が可能であり、サファイア基板の発光効率を超える発光効率が期待できる（注）。

GaN 基板は加えて高い放熱性、高い発光均一性等の特性を保有しており品質面でもサファイア

基板に比べて優位である。高発光効率が期待される GaN 基板ではあるものの、サファイア基板と

比較してコスト面では大きく劣る。GaN 基盤ベースの LED はコストが阻害要因となり普及は困難と

考えられた。GaN 基板の生産効率が向上して、GaN 基板製造コストを低減することができれば、サ

ファイア基板 LED デバイスを凌ぐ低コスト LED デバイスの実現が将来可能と期待される。もし GaN

基板のコストの課題が高品質大口径結晶成長技術開発等により解消することができれば、高効率・

低コストな LED 照明の急速な普及を図ることができ、さらに LED 競争で激化する国際的照明市場

での普及、産業力育成強化、省エネルギー化の促進に大きく貢献することが可能である。 

それに加えて、日本の産業力強化、新市場創出効果も期待される。新しい産業としても、材

料、デバイス、照明器具、製造装置等の上流～下流までのレイアに分かれた新たな産業構造創

出が考えられる。各産業レイアにて新たな事業化が期待でき、国際的な企業競争が発生するこ

とが予想される。 

（注）点光源 LED デバイス（LED 基板と電極と蛍光体を組み合わせ封止材でパッケージ化し 

た状態のデバイス）を、LED 照明器具に加工する際には、面発光させるために光拡散

をさせる必要があり、その際に光分散損が発生する。本分散損を 65％と仮定した場合、

LED 照明器具レベルの発光効率は 130lm/W と想定できる。 

 

（３） 民間企業ではリスクのある研究開発内容 

白色 LED 照明は実用化が始まったものの、2009 年当時、効率化の点では高効率蛍光灯や高効

率電球と大きな差がなかった。また LED の製造コストが全面的普及の阻害要因となっていた。

LED 照明の効率化向上のためには、現在利用されているサファイア基板ではなく高効率な GaN

基板を適用する必要があるが、まだ GaN 基板の生成方式自体がまだ確立しておらず、革新的な

技術開発が求められた。高効率且つ低コストな LED 照明の提供のためには、結晶成長炉等の大

規模投資をして GaN 基板のバルク結晶成長方式を確立する必要があった。 

一方、面発光光源のため拡散損がほとんどない有機 EL 照明の発光効率性の高さは周知の事実で

あるが、まだ研究段階の技術であり有機 EL 照明の実用化には時間を要した。有機 EL 照明の発光効

率等の性能を大幅に引き上げるためには光取り出し方式、有機発光材料、白色光生成方式、製造プ

ロセスなどの技術的難易度が高い課題を解決する研究開発が必要であり、企業が取り組むには技術

的ハードルが高く、国が主導的に低消費電力化技術の開発支援が必要な分野である。 

また LED 及び有機 EL 照明の技術開発は日本の企業、大学に散在しており、これらの技術開発を

効果的に実施するためには産学官が連携した対応が必要とされた。 

本研究開発によって世界に先駆けて高性能の次世代照明を実現することは、省エネルギー化

及びCO2削減に貢献するとともに、新たな高付加価値製品の創出によって、我が国の照明関連産

業の活性化、国際競争力強化に貢献することが期待できる。 

さらに今後、開発するべき課題の技術的難易度が高く、基盤的要素技術の革新的ブレークスル

ーが必要であることから照明産業・材料産業・装置産業といった産業間の連携、加えて大学の

英知を結集して産学官が連携した共同研究体制で取り組む必要があり、国家プロジェクトとし
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て NEDO が関与すべきものと考えられる。 

表Ⅰ.1.4.1 に海外の LED 技術開発プロジェクトとの比較、表Ⅰ.1.4.2 に、海外の有機 EL 技術

開発プロジェクトとの比較を示す。性能では国際的にトップの水準にある（図Ⅰ.1.4.2、図

Ⅰ.1.4.3）が、投資額では海外との差があり、目標に対する投資効果が高いことを示している。 

表Ⅰ.1.4.1 日米欧の次世代照明（LED 照明）技術開発の公的支援 

地域 プロジェクト 期間 国家投資額  

目標性能  

備考  

Lm/W  Ra  

欧州 

FP7/SMASH 

FP7/SSL4EU 

FP7/HI-LED 

FP7/NWS4LIGHT 

FP7/LASSIE-FP7  

EPSRC  

2009～2012 

2010～2013 

2013～2016 

2012～2015 

2014～2016 

2009～2015  

FP7 25.0百万ユーロ  

[約 20.5 億円]  

EPSRC 7.5 百万￡  

[約 10.7 億円]  

130 

(SMASH)  

90 

(SMASH)  

FP7：欧州の研究助成資金，半導体照明(SSL; Solid 

State Lighting)の LED 照明向けに複数プロジェク

トが並走。 

EPSCRC：英国の民間企業向け助成（高品質 GaN 成長、

LED 照明システムの効率化等）。  

米国 
DOE 

ARRA  

2008～2014  

2009～2019  

DOE  247.2 百万ド

ル  

[約 202.7 億円] 

ARRA  37.8 百万ド

ル  

[約 31 億円]  

200 

(DOE, 

2015

年)  

80 

(DOE,2015

年)  

DOE：半導体照明(SSL; Solid State Lighting)向け

研究助成（約３割は実施側の負担，DOE 負担額を表

記），LED,OLED(有機 EL)各予算配分のうちの LED分，

2010 年をピークに予算額は減少傾向。 

ARRA：投資費用は 2010 年度の予算。固体照明の基

礎・応用研究（主として大学向け）、プロトタイプ

作成による試験・改良（民間企業）、低コスト化・

高品質化を目指す製造技術開発（民間企業）の 3 つ

のプログラムから構成されている。大学 , GE 

Lumination, Cree Inc, Phosphortech Corp., 

OSRAM, Philips 等が参加。  

中国  

半導体照明プロ

ジェクト（第三

期）  

2011～2015  
10 億元  

[約 160 億円]  
-  -  

民間企業向け支援。LED チップ、パッケージに資源

を集中。第二期五年計画（2005～2010 年）に引き

続き継続、2015 年までに白色 LED の発光効率を世

界先進レベルとし、半導体照明の普及率 30％およ

び総生産額 4500 億元としている。  

韓国  

LED 照明 15 / 

30 プロジェク

ト  

2006～  

750 億ウォン  

[約 67 億円]  

（2010 年までの概

算）  

140 

(2012

年)  

80  

(2012 年)  

LED のチップ、パッケージ、照明器具に関する基礎

研究への政府投資金額。これに自治体からの追加予

算や民間企業の持ち出しが追加される。2012 年ま

でに、発光効率 140lm/W、民間投資規模 4 兆ウォン、

雇用 3 万人等を目指す。  

日本 
本プロジェクト  

（LED 分のみ）  
2009～2013  55 億円  200  80  

三菱化学、シチズン電子、NEC ライティング、東北

大学、三菱樹脂、名古屋大学、大阪大学、イノベー

ション・センター、エルシード、名城大学、リンシ

ョピン大学、ブリヂストン、スタンレー、ウシオラ

イティング  
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表Ⅰ.1.4.2 日米欧の次世代照明（有機 EL 照明）技術開発の公的支援 

地域 プロジェクト 期間 投資費用  

目標性能  

備考  

Lm/W  L50 Hour  

欧州 

FP6/ OLLA  2004～2008  
1,200 万 Euro 

[約 14 億円]  
50  1 万  

FP6（欧州研究助成資金）による半導体照明(SSL; 

Solid State Lighting)の OLED（有機 EL）照明向けプ

ロジェクト，Philips, Osram, 他計 23 団体／企業 

FP7/ OLED100  2008～2011  
1,250 万 Euro 

[約 15 億円]  
100*  10 万*  

OLLA の後継プロジェクト  

Philips, Osram  他計 15 団体／企業 

FP7/ 

FLEX-O-FAB 
2012～2015  

  710 万 Euro 

[約 5 億円]  
-  -  

フレキシブル有機 EL 照明に関するプロジェクト  

Philips Technologies, Philips Electronics, 他計

12 団体／企業  

FP7/ 

TREASORES 
2012～2015  

 909 万 Euro 

[約 11 億円]  
-  -  

大面積有機 EL 照明の低コスト製造(roll-to-roll)に

関するプロジェクト 

Osram Opto Semicon., Fraunhofer, Siemens, 

EIGHT19 ,他計 10 団体／企業  

BMBF/ OPAL 2006～2010  
6,000 万 Euro 

[約 70 億円]  
-  -  

BMBF（ドイツ連邦教育研究省）による研究助成  

BASF, AIXTRON, Schott, Philips, Merck, Novaled,  

他計 33 団体／企業 

合計（欧州） 
 

10,069 万 Euro 

[約 115 億円]     

米国 

DOE  

2008～2010  
92.6 百万ドル  

[約 76 億円]  
60  1.5 万  

半導体照明（SSL; Solid State Lighting）向け研究

助成（約３割は実施側の負担，DOE 負担額を表記），

LED,OLED(有機 EL)各予算配分のうちの OLED 分 

Universal Display Corp., GE Global Research 他

計 8 団体  

2011～2014  
65.2 百万ドル  

[約 53 億円]  

150 

(2020

年)  

15 万 

(2020 年)  

上記に同じ，2010 年をピークに予算額は減少傾向  

Universal Display Corp., GE, Dupont Displays, Inc. 

他計 8 団体  

合計（米国） 
 

157.8百万ドル  

[約 130 億円]     

日本 

照明用高効率

有機 EL技術研

究開発と先導

調査研究  

2004～2006 8 億円  -  -  山形大、有機ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究所  

有機発光機構

を用いた照明

技術の開発  

2007～2009  16 億円 35  4 万  パナソニック（株）、出光興産（株）、タツモ（株） 
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本プロジェク

ト（有機 EL 分

のみ）  

2009～2013  45 億円  130 5 万 

パナソニック（株）、出光興産（株）、タツモ（株）、

長州産業(株)、コニカミノルタ(株)、山形大学、青山

学院大学  

合計（日本） 
 

69 億円  
   

 

 

図Ⅰ.1.4.2 LED 照明の海外国家プロジェクト設定技術目標マップ 

 

 

 

図Ⅰ.1.4.3 有機 EL 照明の海外国家プロジェクト設定技術目標マップ 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

1.事業の目標 

 日本の家庭で消費されるエネルギーのうち、照明用途で約 14%を占め、世界的に見ても、

広く使用されている白熱電球や蛍光灯などを置き換える高効率照明光源技術の開発が、エネ

ルギー消費量削減のための重要かつ緊急の課題である。 

 本プロジェクトでは、新成長戦略、エネルギー基本計画の一環として、生活照明を代替で

きる次世代照明を早急に実用化するため、2009 年度～2013 年度に、高効率であるとともに低

コスト化を踏まえた次世代照明の基盤技術を確立する研究開発を行う。これにより高効率照

明の早期実用化を図り、省エネルギー化促進に寄与することを目標とする。 

  

2.事業の計画内容 

2.1 研究開発目標 

 蛍光灯並みの製造コストで 2009 年当時の一般的な蛍光灯の 2 倍以上の効率を実現す

る高性能・高品質照明光源として次世代照明を実用化して省エネルギー化に貢献するた

めに、「研究開発項目① LED 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発｣と、「研究開

発項目②有機 EL 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 」の 2 項目の技術開発を

並行して総合的に取り組む。各 2 項目の詳細研究項目及び目標設定の根拠は以下の通り

である。 

 

研究開発項目 ①LED 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

高効率（LED デバイスレベルで 200 ｌｍ／Ｗ以上）かつ高品質（平均演色評価数 80 以上）

LED 照明の低コスト化を実現するため、窒化物等の照明用基板の生産性向上を目的とした結

晶成長技術の開発や LED 素子構造の最適化等デバイスの高度化についての技術開発を行う。 

（a）窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発  

バルク結晶方式、板状結晶方式等の手法を用いて、低歪・低転位窒化物等結晶成長技

術を高度化するための開発を実施する。 

具体的には、結晶核から大口径の低歪・低転位種結晶作製のための成長方位制御や大

口径種結晶基板上に窒化物等結晶を高速・長時間成長を目指すバルク結晶方式、異種基

板上での大口径窒化物等結晶低歪化技術及び大口径窒化物等結晶の高速・長時間成長技

術を目指す板状結晶方式等、結晶成長手法の高度化を可能とするための技術を開発する。 

あわせて、発光効率 200 ｌｍ／Ｗ以上かつ平均演色評価数 80 以上を達成する LED デ

バイスを実現するための技術開発を行う。 

 

（b）基板の応用によるデバイス技術の開発 

基板の特殊ドーピングや LED デバイス構造の最適化等、窒化物等結晶成長技術の高度化

以外のアプローチにより、発光効率 200 ｌｍ／Ｗ以上かつ平均演色評価数 80 以上の LED

照明を低コスト化するための技術開発を行う。 
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研究開発項目②有機 EL 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

高効率（発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上）高品質（平均演色評価数 80 以上、輝度 1,000ｃｄ/ｍ2 

以上、輝度半減寿命 4 万時間以上）を実現する有機ＥＬ照明デバイス技術開発を行う。具体的には、

光学干渉の影響を抑制して効率を向上させる光取り出し技術、気密性を高めて品質を向上させる封

止技術、製造工程の高速化を図るプロセス制御技術、材料の利用効率向上を図る薄膜層形成技術等

の技術開発を行う。加えて有機ＥＬを構成する基板・透明電極・有機層等について高効率・高品質

化且つ低コスト化に向けた材料開発を行う。 

 

各研究開発項目における具体的な目標を以下に列記する。 

なお、本研究開発は、5 年間の開発期間を平成 21～22 年度末のステージⅠと平成 23 年度～25

年度のステージⅡの 2 段階に分け、各ステージでの目標を定める。 

ステージⅡでは蛍光灯の 2 倍以上の発光効率と蛍光灯並みの低コストを達成するために必要な

最終目標設定を定め、ステージⅠでは、現在の技術レベルを見極めた上で、ステージⅡの最終

目標を達成する過程で平成 21 年度末から平成 22 年度の期間の約一年間で達成すべき中間目標

を定めた。 

研究開発項目①LED 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

＜ステージ I 達成目標（平成 22 年度末）＞ 

5～10ｍｍ角サイズの結晶の作成および LED デバイスとしての評価を行い、発光効率 175 ｌｍ

／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上の達成可否を検証する。 

 

＜ステージ II 達成目標（平成 25 年度末）＞ 

バルク結晶成長方式で、結晶欠陥 104ｃｍ-2以下、LED発光波長領域において光吸収が極めて

少なく、かつ研磨後の基板サイズが 4 インチ以上となる結晶成長技術を、板状結晶成長方式で、

結晶欠陥が 106ｃｍ-2以下、LED発光波長領域において光吸収が極めて少なく、かつ研磨後の基

板サイズが 6 インチ以上となる結晶成長技術を、それ以外の手法においては、上記基板サイズ

の大型化に相当する生産性を実現する技術をそれぞれ確立する。  

いずれの手法においても、LED デバイスとして発光効率 200 ｌｍ／Ｗ以上かつ平均演色評価

数 80 以上を達成する。また LED デバイスにした場合のコストを評価するための試算を行う。 

 

研究開発項目②有機 EL 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

＜ステージ I 達成目標（平成 22 年度末）＞ 

発光面積 100ｃｍ2以上で発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上、輝度 1,000

ｃｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命 4 万時間以上の有機EL照明実現の技術課題を明確にして、具体化する

実行計画を策定する。理論解析・光学シミュレーション等により実現方式の光学設計を行い、プロ

トタイプ試作により発光面積 25ｃｍ2以上で発光効率 50 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80以上、

輝度 1,000ｃｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命１万時間以上の有機EL照明光源を実現する。 

また高効率な製造プロセス実現に必要とされる要件を明確にして設計・製作及び基本データの収

集を行い、要件を充足していることを検証する。 

＜ステージ II 達成目標（平成 25 年度末）＞ 

発光面積 100ｃｍ2以上で発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上、輝度 

1,000ｃｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命 4 万時間以上の有機EL照明光源を実現すると同時に、コス
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トを評価するための試算を行う。 

 

以下に、各目標値の設定理由について示す。 

 

 研究開発項目①LED 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発の目標設定理由 

 

(ⅰ)平均演色評価数(Ra) 

 照明とは単に照らすだけの光源ではなく、生活空間を創造するために必須の光源である。生活照

明への適用に際しては、発光効率だけでなく自然光と同等に見えることが望ましく、その性質を演

色性と呼ぶ。一般照明に適用する場合、照明には高い演色性が要求される。演色性の評価指数は、

自然光との比較係数である平均演色評価数（Ra値）で表わし、自然光と同一の光スペクトルは、

Ra=100である。100に近ければ近いほど、自然光に近く演色性は高い。次世代照明として蛍光灯を

代替していくためには、一般的な蛍光灯の演色性（Ra=60～80)を達成する目標として平均演色評価

数Ra=80を設定した。Ra=80レベルの高演色性の光源が実現できれば、自然な色に囲まれた、極めて

快適な生活空間が実現可能である。 

 

(ⅱ) 発光効率 

 省エネルギー化対策は緊急に取り組まなければならない世界的課題である。特に東日本大震

災の影響により今後、従来通り原子力発電に全面的に依存した電力供給は期待できない状況に

ある。その中で、国内電力消費量において家庭内では 14%、オフィスでは 24％を占めている照

明の省エネルギー化は国が取り組むべき重要な課題である。電力消費量の大幅な削減を実現す

る社会的なインパクトと事業難易度のバランスを勘案して本プロジェクトでは次世代照明で蛍

光灯の発光効率の 2 倍以上の目標を設定する。2009 年当時の一般的な蛍光灯の発光効率を

65lm/W、LED 照明に実装した場合の器具効率（LED デバイスを照明器具にセットして用いるとき

に、反射板での反射、白色カバーによる散乱や吸収等によってロスとなる光量を考慮して算出

した光の有効利用率）を 65%と想定して、LED デバイスの発光効率の最終目標を、200 lm/W（LED

照明の発光器具効率を 200lm/W*65%=130lm/W）に設定した。またステージゲート評価に向けた

中間目標として、175lm/W に設定した。 

 

 

（ⅲ） 結晶欠陥 

結晶欠陥は少ないほど内部量子効率が高くなり、その結果、発光効率が向上する。現在主流のサ

ファイア基板と比較して、GaN基板は、欠陥密度を小さくし、その結果高い内部量子効率を実現で

きる。 

なお、GaN基板では、図Ⅱ.2.1.1のように、106cm-2でほぼ内部量子効率はピーク（100%）を達成

可能であることから、本プロジェクトでのGaN基板の結晶欠陥密度は、106cm-2に設定した。 

なおバルク結晶成長方式では種結晶としての利用も考慮して104cm-2以下に設定。 
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             図Ⅱ.2.1.1 サファイアとGaNの内部量子効率と欠陥密度の関係 

 

 

(ⅳ)基板サイズ 

現在、GaN 結晶は１～２インチレベルのサイズであるために基板価格が高価であるが、結晶

成長方式を開発してバルク結晶を生成することにより、複数基板を効率的に作成することが可

能である。現在可能性があり且つ適正なコストが期待できる基板サイズとして、企業ヒアリン

グの結果から基板サイズを板状結晶成長方式に関しては 6 インチ、バルク結晶成長方式に関し

ては 4 インチに設定した。 

  

研究項目②有機 EL 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

(ⅰ)平均演色評価数(Ra) 

 研究開発項目①と同様に次世代照明としては、蛍光灯を代替していくためには、一般的な蛍光灯

の演色性（Ra=60～80)を達成する目標として平均演色評価数Ra=80を設定した。 

 

(ⅱ) 発光効率 

LED 照明と同様に、本プロジェクトの目標として、一般的な蛍光灯の発光効率を 65 lm/W

と想定して、有機 EL デバイスの照明器具に実装時の器具効率はほぼ 100%と想定して、LED と同

様の 2 倍の発光効率として 130lm/W を設定した。またステージゲート評価に向けた中間目標

として、平成 21 年度の有機 EL 光源の研究開発レベルと最終目標を鑑みて、50 lm/W に設定し

た。 

 

(ⅲ） 輝度半減寿命 

 現行の主たる照明光源である蛍光灯の寿命が1万時間～1.5万時間、器具は4万時間（1日10時間使

GaN 
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内

部

量

子

効

率 

エピ層欠陥密度 
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用するとした場合に10年間の利用）を想定して、輝度半減寿命目標（輝度1,000 cd/m2を4万時間に

設定した。なおステージゲート評価に向けた中間目標として、1万時間に設定した。 

 

（ⅳ）輝度 

 照明用途への展開が可能となる最低限必要輝度として、一般照明を参考に1,000 cd/m2を設定し

た。 

  

(ⅴ)発光面積 

面状光源である有機ELは、それを複数並置することによって光束を増大させることが容易に可能

である。また、大面積化によって歩留まりの急激な低下が起こり得ること、今後の輝度向上に伴い、

より高い信頼性が必要とされることを考慮してサイズを決定すべきである。 

これらの観点から、有機EL照明を構成する歩留まり・信頼性の高い発光ユニットとして使用する時

に適したサイズ目標として「発光面積100cm2以上」を設定した。なおステージゲート評価に向けた

中間目標とし発光面積25cm2以上のプロトタイプ試作を設定した。 

  

 

研究開発項目③戦略的国際標準化推進事業 

（i） LED 光源並びに LED 器具の性能評価方法の国際標準化に係る研究開発 

 研究開発項目①②と並行して、LED と有機 EL 照明の国際普及のために国際標準化を推進する

ために必要な研究開発も本プロジェクトにて、2010 年度～2013 年度に実施した。 

国際標準化の重点課題としては、研究開発項目①②で開発することにより実現可能となる国際

的に優れた LED 照明と有機 EL 照明の性能を、国際的に測定評価できる共通の測定方法の研究開

発を国際標準化推進事業の対象とした。 

光源の測定方法としては、既に白熱電球や蛍光灯等の方法が国際標準化されているが、LED 照

明と有機 EL 照明各々が保有している、既存照明にない特質の測定方法は未確立のため、これら

の特質を測定する方法を国際標準化に提案するために必要な研究開発・検討を対象とした。研

究開発の進め方は課題に依る、基本的には光源の測定方法の開発、測定上の課題の明確化、開

発した測定方法の客観的有効性を示すための評価・実証を行うこととした。 

具体的には LED については、以下を研究開発の対象とする。 

① LED の色再現性の評価方法  

  従来では光の品質を評価する指標として、平均演色評価数が存在するが、LED 照明や 

  有機 EL 照明等の新光源は従来と異なる光スペクトルを発光することから、光の品質を 

   測定する新しい評価方法と指標が必要と国際的にも認識され検討が進められていること

から本方式を研究開発の対象とする。 

② グレア評価方法 

LED 特有のグレア（不快なまぶしさ）についても国際的な議論が行われており、共通の

評価方法を確立して、LED の低いグレア性は LED 照明の付加価値性の創出に結びつくこ

とから、グレアの評価方法について研究開発の対象とする。 

③ LED の配光測定方法 

基本的な LED 光源の配光測定方法も確立していないため、評価方法を研究開発の対象

とする。 



 

Ⅱ-6 
  事業原簿 公開版 

④ LED の視作業効率に係わる測定方式の検討  

LED の効果として視作業効率に影響することを明確とすることで、LED 照明の付加価値

性につながることから、本測定方法を研究開発の対象とする。 

（ⅱ）有機 EL 照明に関する標準化に向けた研究開発  

従来の光源とは異なる有機 EL 照明の特質に基づく測定方法の研究開発を検討する。従来の光

源は点光源や線光源であったが、有機 EL 照明は面光源であるために、面内のばらつきに対する

光束維持率測定や配光測定及び寿命測定等、従来の光源の測光規格では対応できない特質につ

いての測定方法の標準化の検討が必要であり、これらの測定方法について検討する。 

 

（ⅲ）次世代照明を用いた評価検証 

LED照明及び有機 EL照明の人間工学的観点での優れた特質（視作業効率性等）が期待される。

これらの特質は、上記の(ⅰ)（ⅱ）にて国際標準化に向けた測定方法の研究開発を行うが、本

研究開発に当って、人間工学的な実証手段・データ蓄積を行うことは、LED 照明及び有機 EL 照

明についての日本の測定方法の有効性を証明する裏付けとなり、国際的な賛同を得られること

から次世代照明を適用した照明空間を用いた評価実証を、戦略的国際標準化推進事業に含める。 

 

2.2 研究開発マネジメント戦略 

本プロジェクトの基盤技術開発の成果により、世界トップの次世代照明の性能を実現する技

術開発に取り組む。本技術により世界トップの性能を実現できたとしても、その性能を国際的

に公正に評価されるためには世界共通に性能を測定する国際標準規格が必要である。従来光源

の白熱電球や蛍光灯については既に輝度、寿命、配光等の性能を測定する方法は国際標準が存

在するが、LED 照明や有機 EL 照明のように新しい特質については未だ測定方法が確立していな

い。プロジェクト終了後、研究開発の成果を迅速且つ効果的に実用化、事業化に展開するため

に、図Ⅱ.2.2.1 に示すように、「基盤技術開発」のみでなく「測定方法の国際標準化」の活動

を並行して連携させて活動させるマネジメントを行い国際的競争力のある研究開発マネジメン

トに効果的に取り組む方針である。 

 

 

     図Ⅱ.2.2.1 次世代照明戦略 

LED 照明及び有機 EL 照明の特質について、国際標準化を行うことにより付加価値化が図れる

性能に絞って国際標準化に必要な研究開発に取り組んだ。次世代照明の測定方法の国際標準を
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日本から提案を推進するために必要な研究開発活動としては測定方法の客観的 技術的妥当性

の証明と、その裏付けの実績データが必要であることから照明の測定方法の開発に絞って実施

した。本事業の取り組み方針としては既存照明の測定方法では対応できない次世代照明の特性

に対する測定方法に注力することとなった。また、例えば新しい演色評価方法について実証実

験を行う等、人間工学的観点での評価測定も実施することとした。 
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2.3 研究開発計画 

研究開発スケジュールは下記のとおり。 

 

 

図Ⅱ.2.3.1 研究開発スケジュール 
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2.4 研究開発実施の事業体制 

 先進性、効率性且つ早期実用化を重視して機器メーカ、材料メーカ、製造装置メーカ等の異

なる事業レイヤの企業群と、基礎研究を推進する大学研究機関が協力した産学連携体制を目指

して実施体制は以下の通りとした。 

 

図Ⅱ.2.4.1  LED 照明の高効率化・高品質化に係る基盤技術開発 体制図 

 

 

 

 

図Ⅱ.2.4.2  有機 EL 照明の高効率化・高品質化に係る基盤技術開発 体制図 
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図Ⅱ.2.4.3 戦略的国際標準化推進事業 体制図 

 

 

2.5 実用化・事業化に向けたマネジメント 

上記体制に基づき、NEDO が実施した実用化・事業化マネジメントについて述べる。 

（１）基盤技術開発のマネジメント 

LED 照明と有機 EL 照明の基盤技術開発のマネジメントと、戦略的国際標準化推進事業のマネ

ジメントは異なるので各々以下に記述する。 

 （ⅰ）競争制の導入 

LED 照明と有機 EL 照明の基盤技術開発については、各々の技術目標を達成する提案を公募に

より広く一般に募集して、その中から優れた異なるアプローチを採用する複数のチームを採択

した。具体的には、LED 照明の基盤技術開発については GaN 結晶成長方式として HVPE 改良法を

採用する三菱化学チーム、同じく GaN 結晶成長方式として Na フラックス法を採用する名大・阪

大チーム、異なるアプローチであるが GaN 上に蛍光 SiC を成長させることにより高効率化を実

現する方式を採用するエルシードチームの 3 チームを採択した。また有機 EL 照明については真

空蒸着製造方式を基幹とするパナソニックチーム、 塗布ロール・ツー・ロール製造方式を基幹

とするコニカミノルタチームの 2 チームを採択した。 

図Ⅱ.2.5.1 のとおり、本 5 チームは LED 照明、有機 EL 照明各々の目標に対して各チームは、

相互補完するのではなく、異なるアプローチで、より高い研究成果を競って技術開発に取り組

むよう、体制マネジメントを実施した。  

（ⅱ）ステージゲート評価による選択と集中 

プロジェクト中間段階（2011 年 2 月）に、異なるアプローチの選択と集中を図り、チーム単

位での技術開発継続の可否を判断することを目的としてステージゲート評価を2011年2月に実

施した。 ステージゲート評価に当っては立上げ時に設定した中間目標に基づいて各チームの達

成度について、外部有識者(8 名)による評価委員会により研究開発成果、実用化・事業化の見
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通しの２つの異なる観点に基づいて評価を実施した。  

その結果、表Ⅱ.2.5.1 のとおり 5 チーム中、3 チームが技術開発を継続、１チームは体制強

化する等の条件付き合格、１チームは NEDO 基盤技術開発事業を中止することを決定した。（詳

細は（注１）ステージゲート詳細参照） 

. 

 
図Ⅱ.2.5.1 基盤技術開発の体制マネジメントの考え方 

 
 

表Ⅱ.2.5.1 ステージゲート評価結果 

 
 
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
（注１）ステージゲートの概要 

・2011/1/14～2/4：ステージゲート評価委員（本技術分野の有識者）により、各チームから提出された成果資料

（ステージⅠ成果とステージⅡ実施計画）の書面評価 

・2011/2/9 ：LED 照明技術に対するステージゲート評価委員会開催（実施者ヒアリング含） 

・2011/2/14：有機 EL 照明技術に対するステージゲート評価委員会開催（実施者ヒアリング含） 

・2011/2/28：ステージゲート評価結果確定 及び実施者への通知 

評価項目としてステージⅠの中間目標達成度、ステージⅡの実施計画の最終目標充足度、技術的新規性・競争優位

性、ステージⅡの実現性、研究実施遂行能力、プロジェクト終了後の事業化の見込み、社会への波及効果の７項目

について評価項目毎に 5 段階評価（A、B＋、B、B－、C）にて評価した。加えて定性評価意見も募った。評価の結果、

総合評価点（全項目の平均点）が、合格基準（評価点 B）以上の場合(*)には、基本的には技術開発継続とするが、

上記の場合でも半数を超える評価委員が評価点に C の評価を行った評価項目が全評価項目中１項目でもある場合等、

今後の継続研究にて目標達成が困難と評価委員会で判断された場合には NEDO 事業中止と判断した。 
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ステージゲート評価結果としてはステージゲート委員会での評価結果を踏まえて、ステージⅡに進む実施者チーム

は LED 照明技術に取り組む三菱化学チーム（参加委託先：三菱化学、シチズン電子、NEC ライティング）、名大・阪

大チーム（参加委託先：イノベーション・センター、大阪大学、名古屋大学）、有機 EL 照明技術に取り組むパナソ

ニックチーム(参加委託先：パナソニック、出光興産、タツモ、長州産業、山形大学、青山学院大学)、コニカミノ

ルタチーム（参加委託先：コニカミノルタ株式会社）の計 4 チームに決定した。 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 
（２）国際標準化のマネジメント 

戦略的国際標準化推進事業の体制マネジメントとしては図Ⅱ.2.5.2 のとおり国際標準化の

支援活動として 次世代照明の測光方法の開発・評価を行う研究開発を取り組む体制とした。 

光源の測定方法の国際標準組織である CIE（国際照明委員会の略称）には、JCIE（一般社団

法人 日本照明委員会の略称）が日本代表として本国際標準化活動についての日本の意見を反

映している。NEDO プロジェクトでは、JCIE より、LED 照明及び有機 EL 照明各々の事業にとっ

て重要と考えられる測定方法について日本提案できるよう、国内で測定方法の研究開発を行う

取り組みを行った。本研究開発成果は、日本国内で情報共有し、JCIE に引き継ぎ日本からの提

案を実施できる体制となるよう考慮した。また、プロジェクト終了後も引き続き国際標準化活

動が必要となることを予め想定して、国内の照明の国際標準代表団体にて NEDO の測光方法の研

究開発成果を引き継ぎ オール Japan で国際標準提案できるスキームで体制を構築した。  

 

 
図Ⅱ.2.5.2 戦略的国際標準化推進事業の体制マネジメントの考え方 

 

（３）中間評価の対応 

ステージゲート評価後にプロジェクトの必要な改善・見直しを図ることを目的として中間評

価を 2011 年 11 月に実施した。 中間評価では外部有識者（7 名）により、事業の位置づけ、研

究開発マネジメント、研究開発成果、実用化・事業化の見通しについて評価を実施した。  

プロジェクト改善に役立つ指摘事項を受け、プロジェクト運営に反映するマネジメントを実施

し、その結果改善すべき指摘を受けた。主として、GaN 基板 LED 照明も、有機 EL 照明も、市場

導入時にはコストが既に流通しているサファイア基板 LED と比較すると一般照明分野ではコス

ト競争力がないので、プロジェクト終了後の具体的な実用化事業化を実現するためには技術開

発した特質を生かした市場性を明確にするべきとの指摘を受けた。 

 本中間評価結果を踏まえて、GaN 基板 LED については、サファイア基板 LED と比較すれば、

電流密度（面積当たりの輝度）発光効率は優れているために基板面積当たりのコストはサファ

イア基板には劣るものの、光束（輝度）当たりのコストに換算すれば、優れているという分析
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結果となったため、GaN 基板 LED はプロジェクト終了時の初期導入市場として特殊照明分野（高

輝度コンパクト照明分野）に絞ることとして実用化・事業化を図ることとした。 

 また有機 EL 照明はプロジェクト終了時の初期導入市場としてはフレキシビリティ、軽量性を

生かして新規市場（車載、建材市場）を目指すこととしした。 

表Ⅱ.2.5.2 中間評価結果 

中間評価の主な指摘事項 マネジメント対処 

三菱化学チーム、名大・阪大チームにつ

いては ＬＥＤ照明において現在主流の

サファイア基板ＬＥＤに比較して GaN

基板を用いたＬＥＤの性能とコスト面

での優位性を明確にして成果の市場的

な価値を明確にしておく必要がある。 

・中間評価の指摘を受けて GaN 基板 LED の優位性を明確とした結

果、ＧａＮ基板ＬＥＤの、ＰＪ終了後のエントリ市場として高

輝度省エネ照明市場分野に具体的にターゲットを絞って技術

開発を加速。  

・さらに基本計画目標に電流値：350mA 以上の条件を追加。  

コニカミノルタチーム、パナソニックチ

ームについては有機 EL 照明がコストで

他照明方法に及ばないと考えられるた

め、それを跳ね返す明確な応用分野を明

確にする必要がある。  

・中間評価の指摘を受けて有機ＥＬ照明の特質であるフレキシビ

リティと高品質化を生かしたエントリ市場として、車載照明、建

材照明等の新市場分野に具体的にターゲットを絞ってコスト低

減に向けた製造プロセズ技術開発への加速資金投入など技術開

発を加速。  

 

 （４）知財マネジメント 

本プロジェクトは国内事業だけでなく、国際的事業展開への適用も可能な基盤技術開発に取

り組んでいる。そのためには実用化を見据えた知財マネジメントとして国際特許化活動を推進

する必要があるが、研究開発で得られたアイデア全てを海外出願して出願件数を海外企業と争

うのではなく、追随できない付加価値技術アイデアに絞り込み特許化を進める方針で知財マネ

ジメントに取り組んだ。詳細は各企業戦略に準じるが、基本的な方向としては LED については

結晶成長技術、光取り出し技術、有機 EL 照明についてはデバイス構造、光取り出し技術、製造

プロセス技術、有機材料に重点を置き積極的に特許化していくことを薦める知的財産権管理を

行った。また材料の包括的合成手法は特許で防御するが、材料構成等で包括化が困難なアイデ

アは特許化することにより周辺の類推発案が可能で、特許化で却って不利になる場合にはノウ

ハウ管理する場合もあり特許化のメリット、デメリットを評価した上で知財管理する柔軟な判

断を行った。 

知財マネジメントのやり方としては運営会議などで、NEDO および各社で重要と思われる具体

的な知財戦略と事業戦略の連携、国際標準化活動との連携、本戦略に基づく特許とノウハウの

峻別、具体的特許作成方針は、各社の事業戦略と知財戦略に従う。 

知的財産権の取り扱い管理としては、日本版バイドール法により知的財産権は NEDO より実施

者に譲渡される運用とした。本運用に従って特許出願後の状況の変更の都度、実施者より NEDO

に通知報告する方式とした。また実施者間については円滑な研究開発を進めるために基本的に

は実施者の判断によるがチーム内で共同研究契約書を締結することとした。NEDO は各チームの

プロジェクト運営会議等で NEDO 及び実施者間で重要と思われる技術開発内容に関して、出願す
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べき内容の議論を都度行った。その結果、本議論により、新技術についての多数の特許申請と

特許の有効利用を促進した。(特許出願件数：782 件（内海外出願件数：210 件） ) 

 

 

 

図Ⅱ.2.5.3 知財マネジメント 
 

2.6 情勢変化等への対応 

（１）状況に応じた実用化・事業化の出口の明確化 

中間評価の指摘を受け、また 2011 年 3 月の東日本大震災以降のサファイア基板 LED の急速な

普及を考慮して、プロジェクト終了後の 2015 年以降のエントリ市場は GaN 基板 LED については

高輝度分野、有機 EL 照明については新照明分野（フレキシブル高品質市場分野）に具体化して

実用化・事業化を加速した。市場エントリ後、2020 年には GaN 基板 LED 照明及び有機 EL 照明

も低コスト化が進み、サファイア基板 LED が普及する一般照明市場にも徐々に浸透していくこ

とが期待される。 

 

                   *1)GaNon サファイア基板を指す   *2)GaNonGaN 基板を指す 

図Ⅱ.2.6.1 PJ 成果を生かした実用化事業化の見通し 
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（２）情勢変化への対応概要 

情勢変化の対応として上記の他、さらに以下の４つの対策を実施した。 

 

表Ⅱ.2.6.1 情勢変化の対応概要 

情勢 時期 対応  

①加速による研究成果

の向上  

（対象：(1)有機 EL 照明

の基盤技術開発  

    (2)LED 照明の基

盤技術開発）  

2010 年 6 月 

（305 百万円）  

2012 年 7 月 

(140 百万円)  

2012 年 11 月 

(104 百万円)  

●LEDの基盤技術開発及び有機 EL照明の基盤技術開発につい

て研究の進展が著しい研究活動 3 件について加速 資金を

投入。  

●研究成果の高度化を図った。(加速資金 3 件合計:549 百万

円。詳細は次頁を参照ください）  

②状況に応じた体制強

化  

（対象：(2)LED 照明の基

盤技術開発）  

2011 年 6 月 

(株）リコー参画  

2013 年 7 月 

豊田合成(株)参画  

●ステージゲート評価の指摘に対応して、研究成果を活用し 

GaN 基板事業及び LED パッケージ事業化のため LED の基盤

技術開発を担当する名大・阪大チームの体制を 見直し豊

田合成（株）を委託先に、リコー（株）を再委託先に追加

参画する体制に変更。  

●プロジェクト終了後の速やかな実用化事業化を実現。  

③プロジェクト終了

後の国際標準化フォロ

ーアップ  

（対象：（3)戦略的国際標

準化推進事業）  

2014 年 3 月～ 

●プロジェクト終了後、成果を引き継いで国内照明企業、大

学、（一社）日本照明委員会等で連携協力して日本から CIE

（国際照明委員会）へ測定の国際標準提案活動をする国内

体制を構築。標準化活動を継続できる環境を整えた。 

④継続研究の実施  

（対象：(1)LED 照明の基

盤技術開発）  2014 年 3 月～2015

年 2 月 

●LEDの基盤技術開発を担当する名大・阪大チームの豊田合

成（株）が取り組むNaフラックス法の研究開発で低コスト

GaN結晶成長方式による実用化の見込みが高くなったため

1 年間の継続研究*)を実施。  

●Na フラックス法による GaN 基板事業化の促進を図った。 

 

（３）加速資金による対応 

LED 照明の基盤技術開発１件、有機 EL 照明の基盤技術開発 2 件、各々に対して研究成果が著

しい研究成果の上がっている研究課題に対して加速資金を投入して、実用化・事業化の普及の

課題である低コスト化に向けた製造プロセス技術の高度化等を図り、効果をあげた。 
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表Ⅱ.2.6.2 情勢変化の対応（加速資金による対応）

 

 

（４） 状況に応じた体制強化 

 LED の基盤技術開発に従事した名大・阪大チームは、大学主導でめざましい研究開発成果を

達成していたが、その研究開発成果を引き継いで実用化・事業化を行う企業が明確ではなかっ

た。 

プロジェクト終了後に速やかに実用化・事業化できるよう、豊田合成（株）を委託先として、

（株）リコーを再委託先として体制上に事業実施企業が明確となるよう体制変更強化を行った。 
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表Ⅱ.2.6.3 情勢変化の対応（状況に応じた体制強化） 

情勢 時期 対応 

LED照明の基盤技術開

発 

ステージゲート評価

（2011年 2月）の結果、

名大・阪大チームにお

ける将来の研究開発成

果を実用化・事業化す

る企業を明確とする体

制強化の課題が明らか

になった。  

2011 年 6 月 

Na フラックス法を推進する名大・阪大チームに、高品

質な種結晶を開発するリコー（株）を再委託先として

追加参画する体制に変更して新課題の GaN結晶成長の

高品質化の研究課題を担当することとした。  

本変更により、プロジェクト完了後に速やかに研究成

果を活用して GaN 基板の実用化・事業化を拡大可能と

する体制とした。 

2013 年 7 月 

名大・阪大チームの GaN の Na フラックス法による GaN

結晶成長技術の開発も順調に進んだ結果、実施者（株）

イノベーション・センター出向企業の豊田合成（株）

を委託先として追加参画する体制に変更し新課題の

GaN 結晶成長の効率化の研究課題を担当することとし

た。  

本変更によりプロジェクト終了後に速やかに研究成果

を活用して GaN 基板の実用化・事業化を実現できる体

制とした。 

 

（５）プロジェクト終了後のフォローアップ 

LED 照明及び有機 EL 照明の国際標準化活動は、プロジェクト終了後も継続して取り組む必要

があるため、その後の国内の継続実施体制を構築してプロジェクト成果を引き継ぐ対応を実施

した。 

（６）継続研究の実施 

プロジェクト終了後に、GaN 基板事業に取り組む企業に対して継続研究（NEDO 事業終了後、

一定期間研究を継続できるよう NEDO から資産を継続無償貸与して研究成果の向上・実用化を支

援する制度）を適用することにより、実用化・事業化が期待できる成果を上げた企業に対して

は 1 年間の継続研究を実施した。 

（７）照明コンペ開催 

本プロジェクトと並行して次世代照明の特質を生かした新市場の創出のため、支援活動にも

取り組んだ。そのひとつとして、次世代照明の新用途アイデアコンペとして、広く国内の一般

の照明ユーザや若手を含む照明デザイナ等を対象に、次世代照明の新用途アイデア、新用途デ

ザインを募集する次世代照明アイデアコンペを開催した。（2010年11月にNPO法人Light Bridge 

Association 主催、NEDO 共催で開催）本活動により次世代照明を使った新用途、新市場の探索

を行った。 
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（８）高輝度 LED 照明の海外実証事業支援 

今後高輝度LED照明の海外市場へ普及展開促進のため、NEDO海外実証事業支援 （現在、基礎

調査段階）を実施している。（インドネシア、ブルネイ向け高輝度LED実証に向けた基礎調査事

業を実施中（2014 年 4 月～2015 年 1 月予定））  

 

（９）次世代照明コンソシアムの開催 

次世代照明の新市場開拓を積極的に推進・加速化するためにプロジェクト終了後に NEDO にて

照明関係事業者を招集して、次世代照明を適用した新アプリケーション、システム、サービス

等を検討・議論する照明コンソシアム（仮称）を今後立ち上げる予定。（調査を踏まえて 2014

年度設立を予定） 
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Ⅲ．研究開発成果について 

1.目標の達成度と成果の意義 

本研究開発に当たっては研究開発項目毎に複数の実施者が体制を組んで異なるアプローチで最

終目標達成に取り組んだ。 

研究開発項目①LED 照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発に関しては、さらに 

（a）窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発と、それ以外のアプローチとして 

（b）基板の応用によるデバイス技術の開発 の２つの研究開発小項目に分かれる。 

前者の（a）窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発については、HVPE 改良方

式でアプローチする三菱化学チーム（参加委託先：三菱化学、シチズン電子、NEC ライティン

グ）と、Na フラックス法でアプローチする名大・阪大チーム（参加委託先：イノベーション・

センター、大阪大学、名古屋大学、豊田合成）の２チームが研究開発に取り組んだ。 

（b）基板の応用によるデバイス技術の開発については、SiC 蛍光体を用いてデバイス開発を行

うエルシードチーム（エルシード、名城大学）の１チームが研究開発に取り組んだ。 

一方、研究開発項目②有機 EL 照明：高効率・高品質化の研究 に関しては、主に真空蒸着方

式でアプローチするパナソニックチーム（パナソニック、出光興産、タツモ、長州産業、山形

大学、青山学院大学）と、ロール・ツー・ロールを指向する塗布方式でアプローチするコニカ

ミノルタチーム（コニカミノルタ）の２チームが、研究開発開発に取り組んだ。 

LED 照明技術及び有機 EL 照明の基盤技術開発については各々、最終目標を設定しているので、

表Ⅲ.1.1 に最終目標に対する達成度を示す。 

表Ⅲ.1.1  基盤技術開発の最終目標の達成状況 

（１）LED の高効率高品質に関わる基盤技術開発  

最終目標  最終成果  目標達成度  

板状GaN結晶の場合、６インチ以上、転

位密度 106cm-2以下  

バルク結晶の場合、４インチ以上のGaN結

晶で転位密度 104cm-2以下 

６インチ GaN 結晶で  

転位密度 102cm-2  

○（達成）  

LED デバイス発光効率：200 lm/W 以上  

LED 器具効率：130lm/W 以上  

LED デバイス効率 203 lm/W  

LED 器具効率 133.8lm/W を実現  

○（達成）  

350mA 以上の高電流値で下記効率達成  20mA の電流値の条件で達成。350mA の実現については高

電流駆動時においての高効率な非極性面 GaN 実現により

2016 年中に達成できる見通し  

×（未達）  

上記条件で平均演色評価数： 80 以上  81  ○（達成）  

（２）有機 EL 照明の高効率高品質に関わる基盤技術開発  

最終目標  最終成果  目標達成度  

発光面積 100cm2以上で 

効率：130 lm/W  以上  

発光面積 100cm2で 133 lm/W ○（達成）  

半減寿命： 4 万時間以上（輝度：

1,000cd/m2）  

15 万時間  ◎（達成）  

平均演色評価数： 80 以上  84  ○（達成）  
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これらの結果から、本中間成果段階では図Ⅲ.1.1、図Ⅲ.1.2 のように世界TOPレベルの性能水

準を達成できている。また市販製品と比較しても、それをはるかに超える性能達成により、こ

れらを切り口として今後、新市場開拓（建材分野、車載分野、装飾照明分野等）への期待が可

能な状況といえる。今後、本成果を活用した実用化事業化を実施した場合に国際競争力強化、

CO2削減、省エネルギー化、節電への貢献が今後期待できる。  

 

 

図Ⅲ.1.1 高輝度 LED 照明器具に関する成果の国際的な位置づけ 

 

 
図Ⅲ.1.2 有機 EL 照明に関する成果の国際的な位置づけ 

 

 

 

次に研究項目③戦略的国際標準化推進事業についての目標達成度は表Ⅲ.1.2 のとおり。 

（a）LED 光源並びに LED 照明器具の性能評価方法の国際標準化に係る研究開発については、LED

照明の色再現性に関する演色性評価方法の検討 、LED 照明のグレア評価に関する技術開発の方

向性と現状の問題点の整理については東芝ライテック（株）が担当し、LED 照明の配光・全光

束一括測定の技術開発の確立・検討及び LED 照明環境(薄暮～夜間）における測光装置試作及び
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測光方法の確立 についてはパナソニック（株）が担当し（b）有機 EL 照明に関する国際標準化

については山形大学が担当した。(c)次世代照明を用いた評価検証の研究開発項目については、

東芝ライテック（株）、パナソニック（株）、山形大学が(a)、(b)各々の国際標準化に向けた測

定方式の研究開発の中で人間工学的観点での評価を実施活用して成果を上げ、各々目標を達成

した。 

 

表Ⅲ.1.2  国際標準化推進事業の最終目標の達成状況 

LED に関する国際標準化  

最終目標  最終成果  目標達成度  

LED照明の色再現性に関する

演色性評価方法の検討  

色再現性に関する演色評価方法を開発（成果は CIE*1) 

TC1-91 にて提案 

○（達成）  

LED 照明のグレア評価に関す

る技術開発の方向性と現状

の問題点の整理  

LED 照明のグレア評価方法の技術開発により評価方法

と現状の問題点を整理（成果は CIE/新 TC(2014 年設 4

月設立承認）にて提案）  

△（達成。新

TC 設立次第

提案予定）  

LED 照明の配光・全光束一括

測定の技術開発の確立・検討  

LED 照明の配光・全光束の測定装置を製作して評価検

討実施（成果は CIDE/TC2-71、TC2-78 にて提案）  

○（達成）  

LED 照明環境(薄暮～夜間）に

おける測光装置試作及び測

光方法の確立  

LED 照明環境における視作業効率測定方法を開発し測

光装置の試作評価（成果は CIE *1) TC2-65 にて提

案）  

○（達成）  

有機 EL 照明に関する国際標準化  

最終目標  最終成果  目標達成度  

有機 EL 照明の測光方法の検

討・評価 及び標準化ガイド

ラインへの反映  

有機 EL 照明の測光方法を開発・評価実施。標準化ガイ

ドライン（照明学会作成）への反映完了。  

（成果は CIE/TC2-68 に提案）  

○（達成）  

次世代照明を用いた評価検証  

最終目標  最終成果  目標達成度  

LED、有機 EL 照明の照明空間

を設営して評価検証を実施  

上記の標準化技術開発（LED 照明の演色性評価、有機

EL 照明の測光に関する主観評価）にて評価検証を実施

して標準化提案に反映した。  

○（達成）  

各研究成果は国際標準化活動に当り、実施する国内推進体制も明確であり、且つ国際標準化を

提案する対象の技術委員会も決定しており、既に提案活動に入っているために、本プロジェク

ト成果を活用した国際標準化の確立の期待が高い。 

 

2.知財権等の取得状況 

本プロジェクトの研究開発結果については適宜、各実施者により研究発表、論文、特許申請を

行った。その結果は表Ⅲ.2.1 のとおり。 

 研究発表のみならず特許出願による権利化も積極的に推進した。また実用化事業については  

海外への事業展開も見据えて海外特許も積極的に出願した。 
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表Ⅲ.2.1  プロジェクト知財成果表 

 

項目  

2009 年度～ 

2010 年度  

（平成 21～  

22 年度）  

2011 年度  

（平成 23 年度）  

2012 年度  

（平成 24年度） 

2013 年度  

（平成 25 年度） 
合計 

特許出願  47 191 273 271 782 

内海外特許 0 25 80 105 210 

研究発表・  

講演 
64 139 197 162 562 

論文 10 24 23 65 122 

その他  

（プレス発

表） 

0 8 14 23 45 

 

3.成果の普及 

プロジェクト成果は積極的に外部へのアピールを行った。具体的には NEDO では CEATEC2011

～2013、nanotech2012 への NEDO ブースへの展示及び技術セミナ、LED NEXT STAGE2013 での

次世代照明の事業成果の講演を実施した。本活動により、LED 及び有機 EL 照明の付加価値性及

び本プロジェクト成果について次世代照明ユーザ、事業パートナーへの理解の浸透とともに次

世代照明事業拡大に活用した。 

   

 

 

図Ⅲ.3.1 SID2014（2014 年 6 月） 

Distinguished Paper Award を受賞  

（パナソニック(株) 菰田氏、山江氏、太田氏）    
 
 

図Ⅲ.3.2 LED_NEXT_STAGE2014（2014 年 3 月） 

LED＋有機 EL ステージ講演（PJ 成果発表講演） 

（NEDO 電子・材料・ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ部 高井主査）    
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図Ⅲ.3.3 CEATEC2013 Japan NEDO ブースでの次世代照明展示及び技術セミナ 

 

 



 

- Ⅳ－1 -  公開版 事業原簿 

 

Ⅳ．実用化・事業化にむけての見通し及び取り組みについて 

1．成果の実用化・事業化の見通し 

プロジェクト成果を活用してプロジェクト終了後、各企業では各々の事業分野において速や

かに実用化・事業化を推進する予定である。各企業の事業分野は図Ⅳ.1.1 のとおり。基盤技術

開発の成熟度と市場の立ち上がりにより、本格的な事業化時期は企業毎に異なるが、1 年以内

から数年以内に実用化・事業化の見込みである。 

 

 
図Ⅳ.1.1 プロジェクト成果を活用した各企業の目指す事業 

 

2.波及効果 

本事業で開発した次世代照明技術は、日本の産業力強化により、照明事業の活性化にとどまらず、

次世代照明固有の特徴を生かした新規市場の創出効果が期待できる。また発光効率向上による省エ

ネルギー化、CO2削減の他にも様々な波及効果が期待できる。（図Ⅳ.2.1） 

GaN 基板 LED 照明は、高天井照明、投光器、自動車のヘッドライトなどの市場への適用が今

後、期待できる。また有機 EL 照明は建材、車載、装飾照明等の市場への適用が今後期待できる。 

さらに本技術は照明以外への市場拡大の波及効果も期待できる。例えば GaN結晶成長技術により、

GaN バルク結晶を生成する技術は LED のみならず、パワーデバイス分野、特に小型高出力電子デバ

イスへの適用が可能である。本デバイスは、自動車や高周波出力が必要な次世代携帯端末、小型省

エネルギー化が今後要求される家電製品への需要に対応することが可能である。 

また有機 EL 照明で開発した有機 EL 製造プロセス技術は、有機素子の応用分野として期待される、

有機 EL ディスプレイ、太陽電池、電子ペーパー・タッチパネル用などの、各種電子薄膜の有機 EL

エレクトロニクスデバイスの製造プロセスにも展開して、低コスト化、生産性向上、材料利用効率

の向上が期待できるため、本基板技術開発による波及効果は高い。 
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図Ⅳ.2.1 次世代照明技術の他分野への展開 

 

 

その他、NEDO の次世代照明の特質を生かした新市場の創出に向けた支援活動として『次世代

照明新用途アイデアコンペ』を実施した。 

 次世代照明新用途アイデアコンペとは、広く国内の照明ユーザ、照明デザイナ等を対象に次

世代照明の新用途アイデア、 デザインを募集する次世代照明アイデアコンペであり、次世代照

明の新市場、新用途を探索することを目的として開催した。（NPO 法人 Light Bridge 

Association 主催、NEDO 共催で 2010 年 11 月に開催） 

 また、日本の高輝度 LED 照明の海外普及促進・支援のため、高輝度 LED 照明の海外実証事業

も実施中であり、現在は、2014 年 1 月までの予定で東南アジア市場として、インドネシア・ブ

ルネイを対象とした基礎調査を実施している段階である。 

さらに今後実施することを検討している活動として『次世代照明コンソシアム（仮称）』も開

催検討している。『次世代照明コンソシアム』とは、NEDO 主催で関係企業等を招集して次世代照

明の特質を生かしたアプリケーション、 システム、サービス等を検討するコンソシアムである。 

（2014 年度末頃設立予定） 次世代照明の新市場についても調査を実施。出口戦略ロードマップ

の 策定を目指している。 
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添付資料 

新成長戦略（抜粋）（2009 年 12 月） 
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エネルギー基本計画（2010 年 6 月）（抜粋） 

前文： 

資源やエネルギーは国民生活や経済活動の根幹を支える財である。その大部分を海外に

依存する我が国にとって、資源・エネルギーの安定供給は必要不可欠である。また近年、

エネルギー利用に伴う環境問題、特に地球温暖化問題への強力な対応が世界的に求めら

れている。さらに、エネルギーの価格は、国民生活や産業の競争力に大きな影響を及ぼ

すため、市場が適切に機能した効率的なエネルギー供給を実現することが重要である。 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・(以下省略) 

 

P44： 

（５）省エネ家電、省エネIT 機器等の普及（家庭・業務部門対策） 

①目指すべき姿 

民生部門では、家電の増加やオフィスのIT 化の進展等により、エネルギー消費量が増加

してきているため、家電やIT 機器等の省エネを進めることが重要である。革新的な省エ

ネ性能を持つ省エネIT 機器（ルータ、ストレージ、サーバ等）については、2015 年ま

でに実用化し、2020 年までに100％普及させることを目指す。（現状：０％） 

また、今後大幅な省エネ性能の向上が見込まれる高効率次世代照明（LED 照明、有機EL 照

明）については、2020 年までにフローで100％、2030 年までにストックで100％普及さ

せることを目指す。（現状：１％未満） 

②具体的取組 

トップランナー基準の策定や基準の強化を進めることにより、家庭・業務部門における

家電・設備等の省エネ性能の向上を図る。省エネ家電については、省エネ基準の強化の

みならず、消費者のライフスタイルに応じた省エネの進捗状況のフォローアップを実施

する。 

また、省エネ設備については、高効率冷凍冷蔵機器等の導入を促進し、民生部門におけ

る省エネを促進する。省エネIT 機器については、研究開発の加速化やトップランナー基

準の強化等により、さらなる普及拡大を図る。 

照明器具については、インバーター化を推進するとともに、高効率次世代照明（LED 照

明、有機EL 照明）の研究開発の加速、導入支援策、省エネ基準の強化等43を通じて、更

なる省エネ性能の向上を図る。 

（６）モーダルシフト等グリーン物流の推進（運輸部門対策） 

①目指すべき姿 

運輸部門における物流分野のエネルギー使用量を削減するため、モーダルシ 

フト等の物流効率化による環境負荷の少ない物流体系の実現を目指す。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・(以下省略) 
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基本計画 

P09024 

P07030 

  

（エネルギーイノベーションプログラム・IT イノベーションプログラム・ナノテク・部材イノ

ベーションプログラム） 

「次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発」基本計画 

  

電子・材料・ナノテクノロジー部  

１．研究開発の目的・目標・内容  

 

（１）研究開発の目的 

地球温暖化問題は、世界全体で早急に取り組むべき最重要課題であり、経済・社会活動

と地球環境との調和を実現することが求められており、情報、環境、安全・安心、エネル

ギー等、経済・社会活動を支えるあらゆる分野で省エネルギー化を図る画期的な技術革新

が求められている。 

これを実現するためには、従来のデバイスと比較して、機能・特性の向上や新機能の発

現により、更なる省エネルギー化が期待できる化合物半導体や有機物半導体などの新材料

を用いたデバイスに関する基盤技術を推進する必要がある。 

新材料デバイスの適用領域としては、白熱電球や蛍光灯といった従来照明をＬＥＤや有

機ＥＬへ置き換えることにより省エネルギー化や高機能化が期待できる照明分野や、情報

通信機器のみならず自動車や医療機器など広範な分野の製品の省エネルギー化、高機能化

が期待される窒化物半導体を用いたワイドバンドギャップ半導体の分野がターゲットとな

る。 

しかし、照明に関しては、寿命・発光効率・演色性の観点で高効率・高品質な性能に加

えて、材料、並びに製造プロセスのコストを低減させる必要があり、その為には既存技術

の改良にとどまらない基盤的な研究開発が不可欠である。また、ＬＥＤや有機ＥＬといっ

た次世代照明の普及促進のためには、国際標準化フォローアップ活動や次世代照明の用途

探索活動など、研究開発以外の側面支援も必要である。 

また、窒化物半導体に関しては、高周波演算素子やパワーデバイス等の高性能デバイス

を実現する上で十分な品質の結晶作製が実現しておらず、既存のバルク半導体単結晶成長

技術やエピタキシャル成長技術を超える基盤技術の確立が不可欠である。 

本プロジェクトでは、これら課題を解決するための基盤技術開発ならびに国際標準化等

の研究開発支援を行うことにより、我が国のエネルギー消費量削減に貢献するとともに、

地球温暖化抑制につなげることを目的として実施する。 

 

（２）研究開発の目標  

蛍光灯と比較して消費電力を半分にする発光効率（130 ｌｍ／Ｗ以上）の高さと自然光

に限りなく近い演色性（平均演色評価数 80 以上）を両立しつつ、蛍光灯並みのコスト（寿

命年数及び光束当たりのコスト 0.3 円/ｌｍ・年以下）で量産可能な次世代照明の実現を
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目指すための基盤技術開発を行い、当該照明の早期実用化を図る。併せて、今後我が国が

次世代照明を健全に普及させるとともに、海外市場を開拓して産業を発展させていくために、性

能評価等の国際規格策定に関する活動を行い、次世代照明の国際標準を確立するための側面

支援を行う。 

また、ハイパワー・超高効率の電力素子、超高速電子素子などの作成に必要な窒化物半

導体結晶成長技術を目指して、4 インチ有極性単結晶基板及び 3～4 インチ無極性単結晶基

板の開発、並びに無欠陥ヘテロ接合構造実現のための低欠陥高品質ＧａＮ及び混晶エピ層

を実現するエピタキシャル成長法をそれぞれ開発するとともに、窒化物半導体単結晶基板

上電子デバイスの評価として、有極性、無極性それぞれの単結晶基板で作成したＦＥＴの

特性の差違、利害得失の明確化や、広い混晶範囲における耐圧と結晶欠陥の相関の明確化

を行う。 

 

（３） 研究開発の内容  

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づ

き研究開発を実施する。  

 

研究開発項目① 次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発 
（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

[委託][共同研究（NEDO 負担率：１／２] 

（２）有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

[委託][共同研究（NEDO 負担率：１／２] 
（３）戦略的国際標準化推進事業[委託] 

 

 

研究開発項目② ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 

－窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発 

（１）高品質大口径単結晶基板の開発[委託] 

（２）大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術[委託] 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価[委託] 

 

         

 ２．研究開発の実施方式  

 

（１）研究開発の実施体制  

本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「NEDO」とい

う。）が、単独ないし複数の原則本邦の企業等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内

に研究開発拠点を有していること。なお、国外企業等（大学、研究機関を含む）の特別の

研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必

要な部分を国外企業等との連携により実施することができる。）から公募によって研究開発

実施者を選定し、委託して実施する。 

また、研究開発項目②については、研究開発に参加する各グループの研究開発ポテンシ

ャルを最大限活用することにより効率的な研究開発の推進を図る観点から、NEDO が委嘱す
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る研究開発責任者（プロジェクトリーダー）として、国立大学法人福井大学 葛原 正明

氏を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理  

研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省および研究開発責任者と

密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標

に照らして適切な運営管理を実施する。 具体的には、必要に応じて設置される技術推進委

員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半期に一回以上、プロジ

ェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 

 

３．研究開発の実施期間  

研究開発は、平成 19～25 年度に実施する。 

研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発の（１）、（２）は、ステージ I と

して 2 年間（平成 21～22 年度）、ステージ II として 3 年間（平成 23～25 年度）それぞれ実施

する。（３）については、平成 22～25 年度の４年間実施する。 

 

研究開発項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導

体基板は、6 年間（平成 19～24 年度）実施する。 

 

４．評価に関する事項  

NEDO は、技術的および政策的観点から見た技術開発の意義、目的達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を行い、

必要に応じてプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。研究開発項目①次世

代高効率・高品質照明の基盤技術開発のうち、（１）（２）については平成 23 年度、研究開発

項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基板に

ついては平成 21 年度に中間評価を実施する。 

また、事後評価については、研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発に

ついては平成 26 年度に、研究開発項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開

発－窒化物系化合物半導体基板については平成 25 年度に実施する。評価の時期については，

当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況などに応じて、前倒しす

る等、適宜見直すものとする。 

また、研究実施主体が競争的に研究開発を行うことによりイノベーションを加速させるこ

とを目的として、研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発の（１）、（２）

については「ステージゲート制度」を導入する。具体的には、プロジェクト実施期間を前半

2 年間の「ステージ I」（平成 21～22 年度）と後半 3 年間の「ステージ II」（平成 23～25 年

度）に分割し、「ステージ I」の最終段階（平成 22 年度）にステージゲート評価を実施する。

ステージゲート評価では、「ステージⅠ」の研究目標に対する達成度、「ステージ II」の研究

目標に対する実現性を中心に、定性的・定量的に評価を行い、「ステージ II」における研究

開発主体の選定を行う。「ステージ II」へ移行するにあたり、研究開発の進捗状況を踏まえ、

必要に応じて、ミッション及び実施体制を見直すこととする。また、本プロジェクト終了後

に事後評価を実施し、最終的なミッションの達成度を定性的・定量的に評価する。 
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５．その他の重要事項  

（１）研究開発成果の取り扱い 

①成果の普及  

    得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト内で

速やかに共有した後、NEDO および実施者が協力して普及に努めるものとする。 

   そのために、次世代照明の健全普及と海外市場の開拓により産業を発展させていくため

に、性能評価等の国際規格策定に関する活動を行い、次世代照明の国際標準を確立してい

くための側面支援を行う。 

②知的財産権の帰属  

    委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第 26 条の規定等に基づき、原則

として、すべて委託先に帰属させることとする。  

   なお、国際展開を見据えた次世代照明技術に係る知財管理を適切に行うこととする。 

 

（２）基本計画の変更  

NEDO は、基本計画の内容の妥当性を確保するために、社会・経済的状況、内外の技術開

発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該

研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計

画の見直しを弾力的に行う。 

 

（３）根拠法  

本プロジェクトは，独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第 1

項第 1 号二に基づき実施する。  

  

６．基本計画の改訂履歴  

（１）平成 23 年 3 月 「次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発」と「ナノエレクトロニク

ス半導体新材料・新構造技術開発」及び「戦略的国際標準化推進事業」（ＬＥＤ及び有機ＥＬ

に関する標準化）の基本計画の統合  

（２）平成 24 年 3 月 次の項目を修正 

①「次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発」に中間評価結果を反映 

・「（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質照明の基盤技術開発」に目標を追加 

・「（３）戦略的国際標準化推進事業」に「(c)次世代照明を用いた評価実証」を追加 

②「ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発」の目標追加及び期間延長 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目① 次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発 

 

（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

 

１．研究開発の必要性 

ＬＥＤ照明を高効率かつ高品質にするには、現在一般的にＬＥＤ照明用基板の材料として

使われているサファイアを窒化物材料等にするなど、基板部分を高性能な材料にすることが

有効であるが、サファイア以外の基板については、基板の価格が非常に高額であるため、バ

ルク化や大口径化等、基板の低コスト化に繋がる手法の確立が求められている。同時に、照

明用ＬＥＤとして高効率な性能を実現するために、基板の結晶欠陥を極力減少させることも

求められている。 

これらの問題を解決し、高効率かつ高品質ＬＥＤ照明の作製を低コスト化することを目的

として、ＬＥＤ照明用窒化物等基板の製造等に関する研究開発を実施する。 

 

２．研究開発の具体的内容  

高効率（ＬＥＤデバイスレベルで 200 ｌｍ／Ｗ以上）かつ高品質（平均演色評価数 80 以

上）ＬＥＤ照明の低コスト化を実現するため、窒化物等の照明用基板の生産性向上を目的と

した結晶成長技術の開発やＬＥＤ素子構成構造の最適化等デバイスの高度化についての技術

開発を行う。 

（a）窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発  

バルク結晶方式、板状結晶方式等の手法を用いて、低歪・低転位窒化物等結晶成長技

術を高度化するための開発を実施する。 

具体的には、結晶核から大口径の低歪・低転位種結晶作製のための成長方位制御や大

口径種結晶基板上に窒化物等結晶を高速・長時間成長を目指すバルク結晶方式、異種基

板上での大口径窒化物等結晶低歪化技術及び大口径窒化物等結晶の高速・長時間成長技

術を目指す板状結晶方式等、結晶成長手法の高度化を可能とするための技術を開発する。 

あわせて、発光効率 200 ｌｍ／Ｗ以上かつ平均演色評価数 80 以上を達成するＬＥＤ

デバイスを実現するための技術開発を行う。 

 

（b）基板の応用によるデバイス技術の開発 

基板の特殊ドーピングやＬＥＤデバイス構造の最適化等、窒化物等結晶成長技術の高度

化以外のアプローチにより、発光効率 200 ｌｍ／Ｗ以上かつ平均演色評価数 80 以上のＬ

ＥＤ照明を低コスト化するための技術開発を行う。 

３．達成目標 

それぞれの方式について、以下の目標を達成する。 

（a）窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発  

＜ステージ I 達成目標（平成 22 年度末）＞ 

5～10ｍｍ角サイズの結晶の作成およびＬＥＤデバイスとしての評価を行い、発光効率

175 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上の達成可否を検証する。 
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 ＜ステージ II 達成目標（平成 25 年度末）＞ 

バルク結晶成長方式で、結晶欠陥 104ｃｍ-2以下、ＬＥＤ発光波長領域において光吸収

が極めて少なく、かつ研磨後の基板サイズが 4 インチ以上となる結晶成長技術を、板状

結晶成長方式で、結晶欠陥が 106ｃｍ-2以下、ＬＥＤ発光波長領域において光吸収が極め

て少なく、かつ研磨後の基板サイズが 6 インチ以上となる結晶成長技術を、それ以外の

手法においては、上記基板サイズの大型化に相当する生産性を実現する技術をそれぞれ

確立する。  

いずれの手法においても、ＬＥＤデバイスとして電流値 350mA 以上で発光効率 200 

ｌｍ／Ｗ以上かつ平均演色評価数 80 以上を達成する。またＬＥＤデバイスにした場合の

コストを評価するための試算を行う。 

 

（b）基板の応用によるデバイス技術の開発 

＜ステージ I 達成目標（平成 22 年度末）＞ 

5～10ｍｍ角サイズの結晶の作成およびＬＥＤデバイスとしての評価を行い、発光効率

175 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上の達成可否を検証する。 

 

  ＜ステージ II 達成目標（平成 25 年度末）＞ 

ＬＥＤデバイスとして発光効率 200 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上を達成す

る。またＬＥＤデバイスにした場合のコストを評価するための試算を行う。  

 

（注）ステージゲート評価の結果、本研究テーマについては平成２２年度末をもって終了

した。 
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（２）有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 

 

１．研究開発の必要性  

有機ＥＬ照明は、均一発光が可能な効率的な面発光光源であるため、今後の省エネルギー化

を促進する照明として期待されている。 

現在の有機ＥＬ照明技術は、課題とされていた演色性、寿命等において蛍光灯と同等以上の

性能を実現できるレベルにある。今後、有機ＥＬ照明が蛍光灯を代替するためには、演色性、

寿命のみならず、さらに効率性においても蛍光灯を大幅に凌ぐ性能向上が要求される。さらに

普及の観点からは蛍光灯と同等以上の低コスト化も望まれる。 

有機ＥＬ照明の効率性を大幅に向上させると同時に低コスト化を図ることができれば、蛍光

灯の代替普及が急速に進み、省エネルギー化に貢献できる。そのために、高効率・高品質及び

低コスト化を同時に実現する革新的な技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容  
(1) 高効率・高品質有機ＥＬ照明デバイス技術開発 

高効率（発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上）高品質（平均演色評価数 80 以上、輝度 1,000ｃ

ｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命 4 万時間以上）を実現する有機ＥＬ照明デバイス技術開発を行

う。具体的には、光学干渉の影響を抑制して効率を向上させる光取り出し技術、気密性を

高めて品質を向上させる封止技術、製造工程の高速化を図るプロセス制御技術、材料の利

用効率向上を図る薄膜層形成技術等の技術開発を行う。加えて有機ＥＬを構成する基板・

透明電極・有機層等について高効率・高品質化且つ低コスト化に向けた材料開発を行う。 

 

３．達成目標 

(1) 高効率・高品質有機ＥＬ照明デバイス技術開発 

＜ステージ I 達成目標（平成 22 年度末）＞ 

発光面積 100ｃｍ2以上で発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上、輝度 

1,000ｃｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命 4 万時間以上の有機ＥＬ照明実現の技術課題を明確に

して、具体化する実行計画を策定する。理論解析・光学シミュレーション等により実現方

式の光学設計を行い、プロトタイプ試作により発光面積 25ｃｍ2以上で発光効率 50 ｌｍ／

Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上、輝度 1,000ｃｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命１万時間以

上の有機ＥＬ照明光源を実現する。 

また高効率な製造プロセス実現に必要とされる要件を明確にして設計・製作及び基本デ

ータの収集を行い、要件を充足していることを検証する。 

＜ステージ II 達成目標（平成 25 年度末）＞ 

発光面積 100ｃｍ2以上で発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数 80 以上、輝度 

1,000ｃｄ/ｍ2 以上、輝度半減寿命 4 万時間以上の有機ＥＬ照明光源を実現すると同時に、

コストを評価するための試算を行う。 
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（３）戦略的国際標準化推進事業 

 

（a）ＬＥＤ光源並びにＬＥＤ照明器具の性能評価方法の国際標準化に係る研究開発 

 

１．研究開発の必要性 

近年、白熱電球や蛍光ランプに代わる省エネルギー光源として、ＬＥＤ光源およびＬＥＤ

照明器具（以下、ＬＥＤ照明）は国内外で広く普及しつつある。性能の向上は著しく、また

今後も、現在主に用いられている蛍光ランプやＨＩＤランプ（高輝度放電ランプ）の性能を

超えるような著しい性能向上が期待されることから、二酸化炭素の大幅な排出削減が見込ま

れる次世代の照明として、ＬＥＤ照明の世界市場が急速に拡大していくことが予想される。 

しかし、ＬＥＤ照明は半導体の固体発光素子に基づく全く新しい光源であり、従来の白熱

電球や蛍光ランプとは発光形態が大きく異なるため、白熱電球や蛍光ランプで定められた国

際規格および国内規格による定義、測定方法、照明方法などは、多くの場合、そのまま適用

できない。すなわち現在、ＬＥＤ照明の性能を評価する基準の多くには、国際的な統一基準

が存在していないため、消費者がＬＥＤ照明器具を同じ基準で比較検討し適切に選択するこ

とができず、ＬＥＤ照明の世界的な普及の阻害要因となっている。 

今後我が国のＬＥＤ照明等の次世代照明を健全に普及させるとともに、海外市場を開拓し

て産業を発展させていくためには、ＬＥＤ照明の性能が正しく評価される世界共通の「もの

さし」をつくることが重要であるとともに、性能評価の国際標準化の分野において主導的役

割を果たせるようにすることが必要である。 

そのため、本事業は、ＬＥＤ照明の性能評価方法に関する基盤技術を開発し、国際標準化

に向けた活動に繋げることを目的とする。 

 

２．研究開発の具体的内容  

本事業は、我が国の研究開発による成果を国際市場に普及してくために、国際標準化に向

けた研究開発等を実施することで、研究開発成果を早期に上市し、国際市場の獲得に結びつ

けるための環境作りに寄与することを目標とし、事業を実施する。 

具体的には、国際標準化獲得に向けた戦略を十分に検討した上で、光の強さ、色、寿命等、

ＬＥＤ照明の性能を正しく試験評価するために必要な課題を設定し、これを克服するための

研究開発を実施するとともに標準化に向けた活動を行う。 

 

３．達成目標 

ＬＥＤ照明の評価技術に関して、それぞれ以下の課題を達成することを目標とする。 

 

 

  (ⅰ) ＬＥＤ照明利用技術に関わる評価技術開発 

  （ア）ＬＥＤ照明の色再現性能評価技術開発 

現在ＣＩＥで検討が行われている現行の演色性評価方法の改訂を踏まえて、ＬＥＤ照

明の特徴を踏まえた新しい演色性評価方法の確立に向けて、試験色の選定、視感評価を

行うと共に、ＬＥＤ用の演色性評価方式についての検討を行う。 

 

  （イ）ＬＥＤ照明のグレア評価技術開発 
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ＬＥＤ照明は高輝度発光体の集合体で構成されていることから、現行のＣＩＥによる

グレア評価方法では正確に評価出来ず、照明設計の実際面において大きな支障になって

います。そのような課題を踏まえ、ＬＥＤ照明に特徴に対応した新しい評価手法の確立

を検討する。具体的には、評価用の照明器具を試作すると共にＬＥＤ照明のグレアの評

価実験を行い、現行法の課題を整理する。併せて、ＣＩＥ等の動向も踏まえつつＬＥＤ

用計測システムの検討を行い、技術開発の方向性や現状の問題点の明確化を行う。 

 

（ⅱ）ＬＥＤ照明の測光技術開発 

（ア）ＬＥＤ照明の配光測定技術開発 

現状測定が不可能とされているＬＥＤ照明の全光束、配光、器具効率の測定を実現す

るため、多受光方式配光測定装置による配光・全光束一括測定技術の検討および手法の

確立を行う。併せて、より汎用的な測光技術の確立についても検討を行う。 

 

  （イ）ＬＥＤ照明環境における視作業効率測光技術 

現在ＣＩＥにおいて検討されている屋外照明の明るさ効率評価方法に対する規格変更

に対応するため、薄暮から夜間における視作業効率に関する測光方法の確立を目指す。

視作業効率測光装置を設計・試作するとともに、現在当該分野で主導的な位置付けにあ

るＮＩＳＴ等とも意見交換を行いつつ、本装置の評価を行う。 
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（b）有機ＥＬ照明に関する標準化 

 

１．研究開発の必要性 

有機ＥＬ照明は、一般照明である蛍光灯を将来代替する高効率の次世代照明として急速に

進化しつつある。現在は研究開発段階であるが、一部のパネルメーカからはサンプル出荷が

始まっており、数年以内には次世代照明として製品化されて国際的な競争が始まろうとして

いる。 

有機ＥＬ照明は日本が世界に先駆けて開発し、現在も研究開発の最先端を走っている技術

分野である。今後、製品化段階で日本の有機ＥＬ照明技術が生かされるためには、製品を規

定する国際標準が本技術レベルを踏まえて決定されなければならない。照明の国際標準規定

には通常は３～４年を要することを考慮すると、現段階から標準化活動を開始することが必

須である。 

また有機ＥＬ照明の標準化は、照明業界にとっては世界に先駆けて日本から初めて発信す

る先取り標準化活動であり、照明業界での日本の国際的な地位向上にもつながる。 

 

２．研究開発の具体的内容  

従来の照明器具の標準を土台に、有機ＥＬ照明の課題に絞り標準化を進める。標準化の課

題として光源／器具の測光方法、光源／器具の性能に取り組む。 

 

３．達成目標 

標準推進団体にて標準規格化を行う際に必要な光源／器具測光方法・測色方法の研究として、

測光設備を利用した測光方法の検討・試験・評価・検証を行い、標準化を提案に必要な裏付けデ

ータを集積して報告する。本活動結果は、照明学会ガイドライン委員会にて平成２３年度末に作

成される標準化ガイドラインに反映され、国際照明委員会での日本規格提案の根拠として活用さ

れる予定である。さらに国際照明委員会での情報収集、提案支援を行い国際標準化活動に貢献す

る。 
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(c)次世代照明を用いた評価検証 

 

１．研究開発の必要性 

ＬＥＤ照明と有機ＥＬ照明は、発光原理が既存照明と異なる新しい照明であることから、人体

に与える生体的影響については十分把握されていない。今後、これら新しい照明の普及がますま

す加速していくと予想されることから、本照明が生体に与える影響を調査分析し、その特質を明

確にすることは、ＬＥＤ照明と有機ＥＬ照明の健全な普及促進に重要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

ＬＥＤ照明または有機ＥＬ照明が人体に与える影響について、医学的工学的観点から調査分析

することを目的とした評価検証等を行い、次世代照明の基盤技術開発、国際標準化事業のプロジ

ェクト推進方針変更や規格整備等に活用する。 

 

３．達成目標 

ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明を適用した照明空間を設営の上で評価検証を実施し、これらの照明

が人体に与える影響について客観的に評価することが可能な検証結果を示すとともに、国際規格

化等を検討する。 
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研究開発項目② ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導

体基板 

 

１．研究開発の必要性 

（１）低損失で高出力の電子デバイスとして期待される窒化物半導体ウェハは、現在ＧａＮ系ヘテ

ロ構造がＳｉやＳｉＣ等の異種基板上に作製されている。このため電子デバイス構造としては

横型に限定される上に大きな格子不整合によりデバイス内部に多数の欠陥が発生し、耐圧、オ

ン抵抗等のデバイス特性についても物性値から期待されるような十分な特性は得られていな

い。また電源などで重要なノーマリオフ動作についても実用的な高出力デバイスとしては実現

されていない。  

このような問題を解決するためには、本質的に結晶構造が等価で格子整合する高品質窒化物単

結晶の有極性、或いは無極性基板上にデバイス構造を成長・作製することが必要不可欠である。

また、横型デバイス用の高抵抗ウェハ、縦型デバイス用の低抵抗ウェハ実現に向けて、単結晶基

板の伝導度制御技術の確立が重要となる。  

窒化物単結晶基板を成長するには HVPE 法や Na 系フラックス溶液成長法、昇華法等が知

られているが、現状電子デバイス用の高品位な結晶性を持つ大口径単結晶基板の育成は実

現されていない。そこで本研究開発では、窒化物半導体電子デバイス作製に必要とされる

４インチ級の究極的高品質有極性バルク単結晶、及び無極性バルク単結晶を育成する技術

を開発し、Ｓｉデバイスと同等、或いはそれ以上の安定性を有する高出力デバイスの実用

化に資する。 

（２）化合物半導体エピ材料の特徴としては、ヘテロ接合を用いたデバイスを作製できる

ことにあり、中でも窒化物は高速化、高出力化、高耐圧化、省エネ化などに優れた性能を

発揮できる物性を有している。このような特性を実現するためには、これらデバイス構造

中のチャネル層やドリフト層を形成する薄膜成長技術、即ち結晶欠陥や残留キャリアの低

減、ヘテロ接合界面でのキャリアの散乱を抑制するための界面組成急峻性や広い範囲での

平坦性、多層構造はもちろんのこと、極めて薄いチャネル層を作製するための組成や不純

物濃度を原子層レベルで制御できる薄膜成長技術が必須である。加えてＧａＮ-ＡｌＮ-Ｉ

ｎＮ系窒化物は、ＡｌＧａＮやＩｎＧａＮでも格子不整合が大きく、分極電界や転位、欠

陥、クラックなどの問題が生じている。  

自動車用インバータなどでは例えば、オン抵抗＜1.5ｍΩ・ｃｍ2、耐圧＞2KV で高ｇｍ、

かつノーマリオフ型等の省電力タイプの電子デバイスの実現が望まれている。しかしＳｉ

ＣやＳｉ基板上でのエピ成長ではヘテロエピタキシーの制約のため、デバイス特性からの

要求品質或いは物性値から期待される特性を十分に満足する段階には未だ達しておらず、

高機能の横型、及び縦型窒化物半導体電子デバイス実現のためには、今後窒化物単結晶基

板上でＡｌＮ-ＧａＮ-ＩｎＮの高範囲に渡る高品質大口径エピタキシャル混晶成長技術が

必要である。  

また、これら混晶成長に関して、高Ｉｎ組成領域では線欠陥、原料の気相反応に基づく

反応物による点欠陥、成長中の熱分解が大きな問題であり、高Ａｌ組成領域では、酸素お

よび炭素などの不純物の混入を抑制すると共に、効率の良いドーピング技術の開発による

キャリア濃度の向上が必須である。  

更に、実用的な電子デバイス用エピタキシャルウェハとしては、厚みやキャリア濃度等

のウェハ特性に関して、４インチ級の大口径にわたる均一性が要求される。 
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（３）現在窒化物電子デバイスは、端緒についたばかりであり、実用化したデバイスはＳ

ｉＣなどの基板上に形成したＧａＮチャネルを用いた FET 構造のみである。その応用は 2-5

ＧＨｚの携帯電話基地局用の 200-400W増幅器と 30ＧＨｚ帯の小型 20W級増幅器に限定され

ている。窒化物系半導体が元来有する物性を考慮すると、今後はＡｌＮ-ＧａＮ-ＩｎＮ系

材料を広範囲に自由に組み合わせたへテロ接合トランジスタの実現が望まれ、その応用は

高周波高出力ばかりでなく、高温動作デバイス、高耐圧デバイス、超高速デバイスなど、

広い応用範囲が実現可能である。  

例えば 2-5ＧＨｚでは 1ｋＷ以上の増幅器が実現可能となり、基地局ばかりでなく、固体

デバイスを用いた超小型マイクロ波加熱（電子レンジ、半導体プロセス装置）、マイクロ波

送電などに応用可能である。  

またパワーエレクトロニクスにおいても、高電圧動作と高周波動作が同時に実現できる

ため、例えば数ｋＷ級のインバータ回路は、従来は周波数が低いためコイルやコンデンサ

が大型化し、モノリシック集積化が不可能であった。窒化物半導体を用いれば高電圧のま

ま高周波に対応可能であるためパワーエレクトロニクス機器の小型化を推進でき、エアコ

ンなどの家電製品、情報家電、自動車におけるインバータの画期的な性能向上などその応

用範囲は極めて広い。  

このような電子デバイスを実現するためには、高品質窒化物半導体基板の開発、及び理

論的可能で現在までに検討されなかった新しいエピタキシャル成長技術・不純物ドーピン

グ技術の開発をベースに、可能な限り広い範囲の組成のヘテロ接合構造や面方位の組み合

わせによるデバイス構造を従来の異種基板上ウェハや各種窒化物半導体ウェハ上に実際に

デバイスレベルで試作して、高耐圧性、低損失性、高速性などの諸特性を比較･検証すると

ともに、その結果を課題①、②の基板・エピ開発にフィードバックすることが必要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１） 高品質大口径単結晶基板の開発 

(a)窒化物単結晶成長における基礎技術の検討  

窒化物半導体バルク成長法における、成長初期過程制御技術、核発生制御技術等を最適化し、

必要な有極性、及び無極性窒化物単結晶育成要素プロセスの開発を行う。 

転位等の欠陥挙動を解明し、転位低減化、高品質化を図る。さらに２～４インチ級への大口

径化、長尺化を検討し、大型単結晶育成に必要な要素技術を明らかにする。    

(b) 大口径種結晶の開発  

結晶成長に必要な種結晶として、格子整合が良く、４インチ級の大口径が得られる有極性、

及び無極性面成長と剥離に適した下地基板の選択を行い、大口径の数百μm厚結晶自立基板を

作製する。V/Ⅲ比、成長温度などの成長条件の最適化、横方向成長等の結晶欠陥低減手法の導

入、また成長の阻害となる不純物の低減など、表面性や結晶欠陥制御を検討して２～４インチ

種結晶の実現を図る。  

 

(c) 高導電性窒化物単結晶基板の開発 

 結晶の高品質化、大口径化を行うと同時に、固体、有機珪素化合物、ガスなどを用いて結晶

への不純物添加を検討して、効率的なドーピング技術による導電性制御を行い、縦型デバイス

動作に必要な低抵抗率の基板を実現する。  
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(d) 高抵抗化窒化物単結晶基板の開発  

結晶の高品質化、大口径化を行うと同時に、炉環境の清浄化や原料高純度化などにより結晶への

不純物混入を極力低減して、単結晶の高純度化を図り、不純物キャリア濃度の低減による高抵抗化

を目指す。また高純度化に加えて欠陥の低減、アクセプター性不純物の効果的ドーピングを検討し、

添加元素の種類、添加量、添加条件などを最適化することにより直流から高周波迄の用途に適する

均一で安定した高抵抗単結晶の基板を実現する。 

 

（２）大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術  

課題（１）で開発された大口径高品質窒化物単結晶基板等を用い、４インチ級の有極性、及び無

極性窒化物半導体大口径基板上でのエピタキシャル成長に関して、転位等の結晶欠陥や残留キャリ

アを低減し、原子層レベルでの膜厚、平坦性、不純物を均一に制御する技術を開発するとともに、

ＡｌＩｎＮ/ＩｎＧａＮやＡｌＧａＮ/ＩｎＧａＮなどのヘテロ接合を実現する成長技術を開発す

る  

 

(a)  高Ｉｎ組成窒化物層成長技術  

有極性、及び無極性窒化物半導体基板上への高均一、高Ｉｎ組成ＩｎＧａＮ層を用いた高品質電

子デバイス用大口径ウエハの成長技術、および当該ＩｎＧａＮ層への不純物高濃度ドーピング技術

を開発する。  

(b) 高Ａｌ組成窒化物層成長技術 

有極性、及び無極性窒化物半導体基板上への高均一高Ａｌ組成ＡｌＧａＮ層を用いた高品質電

子デバイス用大口径ウエハの成長技術、および当該ＡｌＧａＮ層への不純物高濃度ドーピング技

術を開発する 

 (c) 高Ａｌ組成窒化物層成長技術  

有極性、及び無極性窒化物半導体基板上への高均一高Ａｌ組成ＡｌＧａＮ層を用いた高品質電子

デバイス用大口径ウエハの成長技術、および当該ＡｌＧａＮ層への不純物高濃度ドーピング技術を

開発する  

(d) 結晶成長その場観察評価技術  

基板上での原料のマイグレーションを促進して成長面をナノレベルで平坦化するため、成長速度、

歪、組成等をその場観察して、原子層レベルの成長制御を最適化し、気相反応を抑制する技術を開

発する。 

 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

(a) 横型電子デバイスの評価  

横型のパワー高周波素子、パワースイッチング素子を想定して、評価デバイスパターンを標準化

し、エピ材料・構造・品質とデバイス特性との相関関係を、プロセス要因を極力排除した評価を通

して検討する。  

課題（２）で開発された大口径高品質窒化物エピタキシャルウェハー等を用い、簡素なソース/

ゲート/ドレイン電極構造による評価トランジスタパターンにおいて、キャリア濃度特性、I-V特性、

C-V特性などの基本特性評価を行う。また、ゲート長を短くした実用デバイスに近いFET構造におい

て、耐圧、オン抵抗、リーク電流、高周波特性などより実際的な特性の評価を行う。  

(b) 縦型電子デバイスの評価  

縦型のパワー高周波素子、パワースイッチング素子を想定して、評価デバイスパターンを標準化
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し、エピ材料・構造・品質とデバイス特性との相関関係を、プロセス要因を極力排除した評価を通

して検討する。  

課題（２）で開発された大口径高品質窒化物エピタキシャルウェハー等を用い、簡素なソース/

ゲート/ドレイン電極構造による評価トランジスタパターンにおいて、キャリア濃度特性、I-V特性、

C-V特性などの基本特性評価を行う。 

(c) 窒化物単結晶基板上デバイスの優位性確認  

窒化物単結晶基板上に成長したエピタキシャルウェハーをもとに、その上の各種デバイス特性を

従来のサファイア、ＳｉＣ等の基板上デバイスの特性と比較検討し、その優位性を確認する。  

(d) 有極性、及び無極性デバイス構造の比較  

有極性、及び無極性面方位をもつ高品質窒化物基板上に成長したエピタキシャルウェハー

をもとに、その上の各種デバイス特性の比較検討を行う。電圧未印加時に電流の流れないエ

ンハンスメント型の動作、電流コラプスを抑制した低オン抵抗化、高Ｉｎ系チャネル導入に

よる高速化、高Ａｌバリア導入による高耐圧化など、将来の家電・通信・交通システムへの

応用を目指したデバイス構造を試作・評価して、有極性面上と無極性面上での長所、短所を

明確化し、それらのデバイス可能性を検討する。 

 

３．達成目標 

（１）高品質大口径単結晶基板の開発 

４インチ有極性単結晶基板、及び３～４インチ無極性単結晶基板を実現する。有極性単結

晶基板では転位密度＜5×103ｃｍ－2、無極性単結晶基板では転位密度＜10５ｃｍ－2、積層欠陥

密度＜10３ｃｍ－１の特性を得る。また、伝導度制御として、導電性基板では比抵抗＜10－２Ω･

ｃｍ、高抵抗基板では比抵抗＞10６Ω･ｃｍの特性を得る。 

 

（２）大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術  

無欠陥へテロ接合構造を実現するために、高品質、高導電性制御されたエピタキシャル成

長法を開発し、以下の低欠陥高品質ＧａＮ及び混晶エピ層を実現する。 

ＡｌＧａＮ及びＩｎＧａＮ混晶エピ成長層において、Ａｌ又はＩｎ組成 1≧ｘ≧0.5 で 

転位密度＜106ｃｍ－2        

ドーピング不純物濃度 N型＞1018ｃｍ－3 P型＞1017ｃｍ－3 

口径４インチ基板状にて、面内均一度：厚み±１０％、組成：±１０％、ドーピング不

純物濃度±２０％ 

また、ＧａＮエピ成長層において 

残留ドナー濃度＜1015/ｃｍ3 

転位密度：有極性基板上で＜5×10３ｃｍ－2、無極性基板上で＜10５ｃｍ－2 

口径４インチ基板状にて、面内均一度：厚み±５％、ドーピング不純物濃度±１０％、 

ドーピング精度±２０％ 

また、上記エピ層からなる窒化物半導体ヘテロ構造において 

２次元電子ガス移動度＞2,500ｃｍ2/Vs 

 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

  有極性単結晶基板上ＦＥＴと無極性単結晶基板上ＦＥＴの特性の差違、及びその利害得失

の明確化を実施する。広い混晶組成範囲における耐圧と結晶欠陥の相関の明確化と課題①、



 

添付資料-18 
 

公開版 事業原簿 

②へのフィードバックを実施する。 

  また、ＧａＮ基板を用いて、耐圧＞１，２００Ｖ級の縦型および横型トランジスタを試作・

評価し、ＳｉやＳｉＣ等多種基板との比較においてＧａＮが有利または不利な点を明らかに

する。 
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技術戦略マップ（分野別技術ロードマップ） 

技術戦略マップは、新産業を創造していくために必要な技術項目や製品・サービス・コンテ

ンツの需要を創造するための方策を示したものであり、経済産業省および NEDO が、産学官の専

門家の英知を結集してとりまとめたものである。 

 照明技術については、従来は白熱電球、蛍光灯などが主流であったが、次世代照明技術が創

造され、新世代へ向かって 2020 年には蛍光灯並み、2030 年には蛍光灯の 2 倍以上の発光効率

の実現が予想されていた。本プロジェクトにより、2030 年に実現される蛍光灯の 2 倍以上の発

光効率を前倒しして 2013 年末に実現することが期待される。 

 照明に関するロードマップを以下に示す。 
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エネルギー技術戦略マップ （2008 年度版 抜粋） 

（１）エネルギー技術俯瞰図 

 

 

Ⅳ 
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（２）エネルギー技術マップ 

 

本プロジェクト

関係項目 
本プロジェクト

関係項目 
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（３）エネルギー分野におけるロードマップ（抜粋） 

 

エネルギー技術         2010     2015     2020     2025      2030～         

    個別技術                                                               

高効率照明  発光効率、寿命                          

      50～100 m/W                           

      1 万時間                           

高効率蛍光灯                                                               

           高効率蛍光材料 高効率無水銀蛍光灯              

      熱損失低減技術                          

                                                                        

高効率照明  発光効率、寿命                          

      65lm/W  100 lm/W      200 lm/W             

      4万時間            6万時間              

高効率 LED 照明                                                               

            高効率 LED 素子                     

               白色 LED 用蛍光材料（高効率近紫外励起蛍光材料）     

                      光センサー／人感センサーとの組み合わせ 

            低コスト化                       

                                                                        

高効率照明                                   

                  発光効率 100 lm/W      200 lm/W   

                   寿命           6 万時間    

有機 EL照明                                                                

                    高輝度白色 EL             

                    高効率化             

                    長寿命化             

                    大面積化             

                                                                        

高効率照明                                   

                                       

  次世代照明                                                               

                               高効率高演色白色光源 

                               マイクロキャビティ 

                               クラスター発光 

                               蓄光技術、燐光材料 

                                                       光伝送技術     
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事前評価関連資料 

 

事前評価資料として、NEDOPOST および事前評価書を示す。 

NEDOPOST とは、NEDO が新規に研究開発プロジェクトを開始するのに当たって、プロジェクト案

の概要を示し、ウェブを活用して広くパブリック・コメントを集める手段であり、その結果を

プロジェクト検討に役立てることによって、より社会のニーズに適合したプロジェクトを効率

的に実施するためのコミュニケーションツールである。図のようにフェイズ毎に意見収集を行

い、プロジェク基本計画策定などに利用している。これによって事業目的、目標設定根拠の明

確化、実施内容の重複排除等を行い、事業の効率的かつ効果的な実施を行っている。 

事前評価書は NEDOPOST 等を通して取得した情報を元にして作成した本プロジェクト立ち上

げに関する評価報告書である。本プロジェクト立ち上げに当たって公開された NEDOPOST および

事前評価書を次頁に示す。 

 

 

 

 

（本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは省略） 
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事前評価書 

（注）事業名称「次世代高効率・高品質照明の低コストに向けた基盤技術開発」は「次世代高
効率・高品質照明の基盤技術開発」の事前評価段階での事業名称である。 

 

 

作成日 平成２１年１２月２２日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 
次世代高効率・高品質照明の低コストに向けた基盤技術開発 

２．推進部署名 電子・情報技術開発部 

３．事業概

要 

(1) 概要：省エネルギー効果の高い LED、有機 EL を用いた次世
代照明の普及を大きく加速させるために、高効率･高品質と
低コストを両立させるための基盤技術開発を行う。 

(2) 事業規模：平成 21 年度事業費(国費分)54.7 億円(委託) 
(3) 事業期間：ステージⅠ 2 年間(平成 21～22 年度) 

ステージⅡ 3 年間(平成 23～25 年度) 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

地球温暖化対策は世界的に早急に取り組むべき最重要課題であり、経済･社会活

動を支えるあらゆる分野で省エネルギー化を図る画期的な技術革新が必要であ

る。我が国で消費されるエネルギー源の 40%以上が電力であり、家庭用電力では約

16%を照明用途が占めており、その効率化が必要である。そこで、一般的な照明光

源である白熱電球、蛍光灯をエネルギー効率の高い LED、有機 EL を用いた次世代

照明に置き換えることでの省エネルギー化が期待されている。この次世代照明の

普及を大きく加速させるために、高効率・高品質と低コストを両立させるための

基盤技術開発の必要性は高い。 



 

添付資料-26 
 

公開版 事業原簿 

（２） 研究開発目標の妥当性 

電力当たりの発光効率については、基本的には蛍光灯代替による省エネルギー

効果を狙いとして、蛍光灯の効率（想定 65 lm/W）の約 2 倍を目標としている。具

体的には LED については、照明器具に組み込む際の均一面発光拡散による約 65%

の効率低下を考慮して次世代照明ロードマップ上 2020 年に達成目標としていた

200 lm/W 以上を、前倒して目標を設定した。有機 EL については面発光拡散が不要

なため、次世代照明ロードマップ上、2020 年～2030 年に達成目標としていた 130 

lm/W 以上を前倒しして目標を設定した。 

演色性の尺度である平均演色評価数 Ra については、国際照明委員会にて蛍光灯

の高演色性領域として定義されている Ra80 以上を LED と有機 EL 共通の目標とし

て設定した。 

有機 EL については、輝度半減寿命と製造コストの目標を設定した。寿命につい

ては、次世代照明ロードマップから 2010 年～2030 年に達成目標の 4 万時間（輝度

1,000cd/m2）を設定した。製造コストについては、蛍光灯の単位光束・半減寿命

当たりのコストとほぼ同等の 0.3 円/lm･年以下を目標として設定した。 

なお達成目標の設定値については、研究開発実施にあたっての必須の目標値の

みを基本計画に設定することで、委託先公募において広く提案を収集し、優れた

提案を採択する。したがって、提案者が技術の優位性を示したい場合には、達成

目標等を適時追加または改訂することによって対応できるものとする。またこれ

ら目標設定については今後も委員会ならびに有識者ヒアリングなどで聴取した意

見を適切に反映させる。 

（３） 研究開発マネジメント 

公募を通じて、高い技術を有する民間企業、大学、公的研究機関等による最適

な実施体制を構築する。必要に応じて、外部有識者の意見を求め、その結果を踏

まえて事業全体の予算配分や計画について見直しを行い、適切な運営管理に努め

る。さらに別途定められた技術評価に係る指針、および技術評価実施要領に基づ

き、技術的、および産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成

果の技術的意義、将来の産業への波及効果等について、外部有識者による評価を

実施する。また、研究実施主体が競争的に研究開発を行うことによりイノベーシ

ョンを加速することを目的として、「ステージゲート制度」を導入する。 

（４） 研究開発成果 

LED、有機 EL を用いた次世代照明に関する基板、発光層等の材料、並びに製造

技術などに係る基盤技術を確立し、高効率･高品質、かつ低コストの次世代照明を

実現する。 

（５） 実用化・事業化の見通し 

LED、有機 EL による照明用デバイスは、世界的に注目される技術であり、一般

照明においても市場が立ち上がり始めたところである。本プロジェクトは、次世

代照明の普及をさらに加速させるものであり、省エネルギー化に貢献すると共に、

関連産業の発展を支援すると考えられる。 

（６） その他特記事項 

特になし。 
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５．総合評価 

本プロジェクトは、高効率・高品質と低コストを兼ね備えた次世代照明を前倒

しして実現するために、材料や製造プロセスに関して、基板、発光層、封止等、

多岐にわたる基盤的技術開発を行う必要があり、リスクを伴う挑戦的な技術開発

である。民間企業単独で開発を実施することは極めて困難であるので、NEDO が実

施する事業として適切であると判断する。 
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